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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１）１つ以上の絶縁層によって分離された複数の導電層を備える発射チューブであって
、かつそれを通って電気エネルギーを伝達するよう構成された、発射チューブと、
　２）電気エネルギー源、を備える発射システムであって、
　前記発射チューブが、磁界の生成を制限しつつ、推進剤を電気加熱して膨張ガスを生成
することにより発射輸送手段を加速させて、前記発射チューブを通る発射輸送手段を推進
するよう構成され、それによって前記発射システムが電非磁となるように構成される、発
射システム。
【請求項２】
　０．２ないし２ミリオンアンペアの電流がそこを通過することによって形成される磁界
が１．２５テスラ未満の強度であるように、前記発射チューブが電非磁である、請求項１
に記載の発射システム。
【請求項３】
　前記発射チューブが、内側の導電性のチューブ、および同軸の絶縁体チューブにより分
離された外側の導電性のチューブを備え、かつ
　前記内側の導電性のチューブが、その長さの少なくとも一部に沿って伸びる１つまたは
複数のスロット式軌道を有する、請求項１に記載の発射システム。
【請求項４】
　前記１つまたは複数のスロット式軌道が前記発射輸送手段の電気伝導体を受け入れるよ
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うに構成される、請求項３に記載の発射システム。
【請求項５】
　前記発射チューブが絶縁体チューブおよび導電性のチューブに囲まれたチューブ内腔を
備え、前記発射チューブが、前記発射チューブ内腔内の誘起されたプラズマアークを通っ
て電流が通過するよう構成された、請求項１に記載の発射システム。
【請求項６】
　前記誘起されたプラズマアークは、前記発射輸送手段の前方および前記発射輸送手段の
後方に存在する、請求項５に記載に発射システム。
【請求項７】
　前記導電性のチューブが、前記絶縁体チューブによって前記発射チューブ内腔からその
長さに沿って分離されるが、前記発射チューブの末端部直近で前記発射チューブ内腔と電
気接続する、請求項５に記載の発射システム。
【請求項８】
　前記発射チューブの対向する開始端部において後部の導電性の構成要素をさらに備える
、請求項７に記載の発射システム。
【請求項９】
　前記システムが、前記導電性のチューブを通って前方に、および前記発射チューブ内腔
および前記発射輸送手段の１つまたは複数の電気伝導体を通って前記後部の導電性の構成
要素へ後方に電流が通過するよう構成された、請求項８に記載の発射システム。
【請求項１０】
　前記発射チューブが、２つの導電性のチューブおよび２つの絶縁体チューブを備える、
請求項１に記載の発射システム。
【請求項１１】
　前記電気エネルギー源が電池バンクを備える、請求項１に記載の発射システム。
【請求項１２】
　前記電気エネルギー源がさらにインダクタを備える、請求項１１に記載の発射システム
。
【請求項１３】
　前記電気エネルギー源が、電流ビームを送達するよう構成された放射構成要素を備える
、請求項１に記載の発射システム。
【請求項１４】
　前記発射システムが以下の１つまたは複数の特徴を備えることを特徴とする：
　前記電気エネルギー源が、前記発射チューブを通って運動中の前記発射輸送手段を追跡
するよう構成された軌道構成要素を備える；
　前記発射チューブがその長さの少なくとも部分に沿って１つまたは複数の通路を有し、
前記１つまたは複数の通路がそれを通る電流ビームの伝達を可能にするよう構成される；
　前記電流ビームがレーザビーム、マイクロ波ビーム、またはミリメートル波ビームを有
する、
請求項１３に記載の発射システム。
【請求項１５】
　前記発射チューブが発射輸送手段を推進するように構成される請求項１に記載の発射シ
ステムであって、前記発射輸送手段が：
　ペイロード容器と；推進剤を収容する推進剤タンクと；電気加熱器であって、前記電気
加熱器が前記推進剤タンクから分離され、前記電気加熱器が前記推進剤タンクと流体接続
し、かつ抜け出る排出物を形成するように、前記推進剤タンクから受け入れる前記推進剤
を電気加熱するように適合される、電気加熱器と；外部電源から前記電気加熱器へ電流を
直接流すように構成される摺動電気接触部を形成する１つまたは複数の電気伝導体と、を
備える、
請求項１に記載の発射システム。
【請求項１６】
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　前記電気加熱器が抵抗加熱器である、請求項１５に記載の発射システム。
【請求項１７】
　前記抵抗加熱器が格納容器の内側に電気的に加熱される多孔性シリンダを少なくとも１
つ備える、請求項１６に記載の発射システム。
【請求項１８】
　前記発射輸送手段が以下の１つまたは複数の特徴を備えることを特徴とする：
　前記電気的に加熱される多孔性シリンダが、ダイヤモンド、タングステン，炭化ハフニ
ウム、およびそれらの組み合わせからなる群から選択されるコーティング材質を任意選択
的に有する炭素壁を備える；
　前記電気的に加熱される多孔性シリンダが、蒸散タングステン含有シリンダである；
　前記抵抗加熱器が、前記格納容器の内側および前記電気的に加熱される多孔性シリンダ
の外側にあるチャンバと流体連通する放出ポートを備える、
請求項１７に記載の発射システム。
【請求項１９】
　前記電気加熱器がアーク加熱器である、請求項１５に記載の発射システム。
【請求項２０】
　前記アーク加熱器が格納容器内に旋回チャンバを有する、請求項１９に記載の発射シス
テム。
【請求項２１】
　前記格納容器が蒸散冷却壁を備え、                                              
 
　前記旋回チャンバが旋回安定化電気渦アークを確立するよう構成され、または
　前記アーク加熱器が前記旋回チャンバにより離間された同軸の電気端子を備える、
請求項２０に記載の発射システム。
【請求項２２】
　ペイロード発射方法であって、         
それを通ってエネルギーを伝達するように構成された少なくとも１つのチューブを有する
発射チューブと；電気エネルギー源を備える発射システムを提供するステップと；
　約２から約２，０００Ｇ’ｓの加速力で毎秒少なくとも約２，０００メートル（ｍ／ｓ
）の速度に前記発射チューブを通る発射輸送手段を加速する一方で、前記発射チューブ内
の磁界を約２テスラ未満に制限するステップを含む、
ペイロード発射方法。
【請求項２３】
　前記少なくとも１つのチューブを通る、約０．２アンペアから約５０メガアンペアの電
流を提供するステップを含み、前記少なくとも１つのチューブが、前記チューブを通って
エネルギーが伝達されるように構成され、好ましくは前記電流がプラズマアークを介して
提供される、請求項２２に記載のペイロード発射方法。
【請求項２４】
　前記電気エネルギー源が電流ビームを送達するよう構成された放射構成要素を有し、前
記方法が、前記放射構成要素から前記発射チューブ内の１つまたは複数の通路を通って前
記発射輸送手段の電気加熱器へ電流ビームを向けるステップを含む、請求項２２に記載の
ペイロード発射方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、ペイロードの発射システム、方法、および機器に関する。ペイロードは宇宙
発射または地球上の場所への運搬が意図されえて、本開示は発射チューブからペイロード
の所望の場所へのその加速を提供可能である。
【背景技術】
【０００２】
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　物体を加速する、多くの手段が知られる。比較的小さな発射体は、火薬のような制御さ
れた充填爆発物により効率的に加速される。しかし加速される物体の質量が増加するにつ
れ、必要とされる爆発力は大きく増加する。例えば、化学的燃焼ロケットは、ペイロード
を宇宙に発射するのに効果的であると示された現在唯一の手段である。電磁ガン、熱ガン
、およびプラズマアーク加速のような大きなペイロードを急加速する代替的な技術を開発
する試みで多くの研究がなされてきたが、特に宇宙の輸送手段の発射で有用で信頼がおけ
ると実証された代替的な技術はこれまでない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　宇宙発射に関して、ロケット推進が長く実証された技術であるが、従来のロケット発射
のみに頼ることは、それが高価で危険であり続け、政府の資金提供に支配されることで問
題になる。そのような問題は、米航空宇宙局のスペースシャトルプログラムの退役と適切
な代替物の欠如によって示される。ロケット推進を用いた新しい宇宙発射のリードタイム
は、通常３から１０年である。宇宙発射は頻繁ではなく、通常は顧客あたり年に１回未満
から年に数回起こる。これは、通信のような特定の技術で進歩の妨げを有する。例えば、
衛星技術は開発するには遅く高価であったし、しばしば発射および衛星配置後すぐに時代
遅れであった。これらの要因および付随して継続する政府の関与が、高コストで低利益に
固定してきた。特に現在のロケット発射技術は、地球の軌道内に配置する物質のキログラ
ムあたり＄２，０００から＄１０，０００、またはそれ以上費用がかかりうると広く理解
されている。
【０００４】
　多くのタイプのガン発射システムが、ロケットの代替として提案されてきた。熱ガンが
、以前提案された代替の１つである。従来の熱ガンは火薬、液体推進剤を含み、充填熱ガ
ンを移動する。電熱ガンは、純粋な電熱ガンおよび電熱化学ガンを含む。軽ガス熱ガンは
、１段階式および２段階式を有してきた。Ｒａｍ砲熱ガンもまた提案されてきた。電磁ガ
ンは他の以前に提案された代替物である。電磁ガンのコイル版は、超伝導タイプ（例えば
急冷またはＤＣ同期）、ブラシタイプ（例えば進行波、前部膨張および前部崩壊）、およ
び誘導タイプ（例えば単相および多重相）を含んでいた。電磁ガンのレール版は、ＤＥＳ
タイプおよびブリーチ供給（例えば拡張および単純）タイプを含んでいた。
【０００５】
　提案された熱ガンシステムは、推進ガスの音速に制限される共通の特徴を共有する。よ
って、実際の工学上の理由で、これらのガンシステムは推進ガスのほぼ音速に制限される
。ロケットシステムは、この方法で限定されない。電磁ガンは理論的に推進ガスの音速に
制限されないが、電磁発射装置の実験結果は、２，０００から４，０００ｍ／ｓの速度を
超えて形成するプラズマアーマチャの不安定性により発射装置の性能が理論的な予測に従
わないことを示した。それらの速度を超えると、発射装置の高磁界により惹起されるプラ
ズマアーマチャの不安定性が、電流が望ましくない場所に流れる状態を起こし、発射装置
内のエネルギーが発射体の加速に効果的に加えられず浪費される。この現象の解決困難な
物理的現象は、磁気閉込融合のそれといくつかの点で同様であり、それが高磁界の存在に
おける種々のプラズマの不安定性により実際の適用に多くの障壁をもたらすことがよく知
られる。
【０００６】
　熱および電磁の両方の全ての前述のガン発射アプローチは、それらがペイロードに過度
に大きな加速力をかけるという特徴を共有する。加速は通常、数万Ｇ’ｓである。これら
の加速は、高速を達成しようと試みるガン発射システムの動作の物理的性質の原理の結果
である。ガンシステムにより得られる最高速度は、加速度の平方根に比例する。結果とし
て、加速は上昇する発射速度の２乗で増加するに違いない。これらの加速は、発射に耐え
、なお発射後の複雑な任務を遂行可能なペイロードの設計に非常な困難を課す。これらの
困難にもかかわらず認められる成果は大きいので、米国政府は１９７０年代から１９９０
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年代初頭にかけて種々のタイプの全てのガン発射装置の研究および開発に何億ドルも投資
した。
【０００７】
　ガン推進に対するロケット推進の主な利点は、達成可能な最高速度が加速度の平方根の
割合に限定されず、加速度の影響を受けないことである。しかし、ロケット推進の主な制
限は、ペイロード質量により示される輸送手段の全質量の質量分率が、公知のロケット方
程式の物理的性質によって限定されることである。この物理的性質は、ペイロード分率が
ロケットの排出速度に関して達成される最高速度の比率と共に指数関数的に減少する状態
を起こす。化学ロケットは、化学反応エネルギーの制限により、約２，０００から約４，
８００ｍ／ｓの排出速度に限定される。よって任務のために必要とされる全体の速度が４
，８００ｍ／ｓをはるかに越えて上がるにつれて、全体のペイロード分率は小さくなる。
地球軌道に到達するため、空力および重力のロスを含め、必要とされる全体の速度増加は
約８，０００ｍ／ｓである。これは可能な化学的ロケット排出速度の４，８００ｍ／ｓよ
り大幅に高く、ペイロード分率はロケット方程式から相対的に低いものとして計算される
。この問題を悪化させるのは、それらに限定されないが、エンジンおよび推進剤容器のよ
うなロケットが機能するのに必要な機器の寄生質量である。これらの寄生質量が含まれる
とき、続く段階の実行を妨げないよう、それぞれの段階の寄生質量をなくすことができる
ように、全体の速度を増加または段階に変えることにより、地球軌道への発射に対するそ
れらの影響を限定する必要が出てくる。従来、２、３、および４段階式ロケット輸送手段
が、地球表面から地球軌道へのペイロードの発射に採用されてきた。そのような輸送手段
を軌道に乗せるための結果として生じる全体のペイロード分率は、従来小規模ロケットの
約０．５％から非常に大規模なロケットの約２．５％の範囲であった。これは、９７．５
％から９９．５％までの範囲の他の部分はまだ全体が廃棄され、またはある程度の範囲で
再使用されることを意味する。米国のスペースシャトル対共存する消耗性の発射装置の最
近の経時的な経験では、消耗性の発射装置がより費用的に効果があることを示した。その
種々の構成要素上の発射の非常に高い負荷によって、スペースシャトルシステムの種々の
部品の修復および改修コストが高いので、スペースシャトルの再使用可能性の予測される
コスト節約額は目に見える形にならなかった。
【０００８】
　商業団体がロケットの宇宙発射マーケットに参入を試みたが、特に頻繁な発射に適切な
ものについて、効率的で対費用効果がよい信頼がおける発射手段がさらに実証されるべき
である。これらの努力は、化学ロケットで達成可能な低いペイロード分率、および消耗性
か発射間に高価な修復または改修を必要とするかどちらかの複数の段階の必要性によって
限定されてきた。宇宙発射の費用が高いことは、政府の支出が宇宙発射の技術において重
要な要因であり続け、採算性は低い状態が続くことを意味する。当業界に、宇宙の輸送手
段を含む発射体の信頼がおける効率的発射システム、方法、および機器のニーズがまだあ
る。そのようなシステムの望ましい特徴は、低から中加速度、軌道および脱出速度に対す
る高いペイロード分率、および単一段階で所望の速度を得る能力である。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本開示は、発射輸送手段、発射システム、およびペイロードの発射方法に関する。輸送
手段、システム、および方法を、低から中加速度、軌道および脱出速度に対する高いペイ
ロード分率、および単一段階で軌道および脱出速度を得る能力を達成するように適合可能
である。本開示は、ペイロードの地球上、地球軌道、または一般的に宇宙のあらゆる所望
の場所への送達を提供する。ペイロードは、衛星、原材料または資源、飛行物体などを含
むさまざまな物体を有することが可能である。ペイロードはさらに、人間の搭乗者を含む
ことが可能である。
【００１０】
　本開示の輸送手段、システム、および方法は、１）単位エネルギーあたり低コストの高
電流パルス電源装置、２）ゼロに近い最小の磁界が産生される方法で、固定電源装置から
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排出発射チューブを通って移動する電気ロケット推進ペイロードへ効率的に伝導する電力
、３）発射チューブ壁伝導体から移動する輸送手段への電力およびエネルギーの安定した
、効率的な伝導、および４）高い比推力で電気ロケットスラスタに重みをかける高い推力
のうち１つまたは複数から恩恵を受ける。
【００１１】
　１つの態様では、本開示は発射輸送手段を提供する。望ましくは、発射輸送手段はペイ
ロードの高速送達に適合される。ある実施形態で、発射輸送手段は、ペイロード容器と、
推進剤を収容する推進剤タンクと、推進剤タンクと流体接続し、抜け出る排出物を形成す
るよう推進剤の電気加熱に適合された電気加熱器と、電気加熱器を通る電流の流れを向け
るよう構成された１つまたは複数の電気接触部を有することが可能である。さらなる実施
形態で、発射輸送手段はまた、電気加熱器から抜け出る排出物と流体連通する膨張ノズル
を備えることが可能である。いくつかの実施形態では、電気加熱器は抵抗加熱器でありえ
る。特に抵抗加熱器は、格納容器の内側に電気的に加熱される多孔性シリンダを備えるこ
とが可能である。特に、電気的に加熱される多孔性シリンダは、タングステン壁を備える
ことが可能である。さらなる実施形態で、電気加熱器はアーク加熱器であることが可能で
ある。望ましくは、アークは旋回安定化渦アークでありうる。さらにアーク加熱器は、格
納容器内に旋回チャンバを有することが可能である。いくつかの実施形態では、アーク加
熱器は旋回チャンバにより離間された同軸の電気端子を備えることが可能である。他の実
施形態では、電気接触部は摺動電気接触部であることが可能である。
【００１２】
　さらなる態様で、本開示は発射システムを提供する。種々の実施形態で、発射システム
は、本明細書に記載された発射輸送手段と、絶縁体により分離された２つ以上の同軸の導
電性のチューブを有する発射チューブで、発射チューブを通る前記発射輸送手段を推進す
るよう適合された発射チューブと、電気エネルギー源を備えることが可能である。いくつ
かの実施形態では、電気エネルギー源は電池バンクを備えることが可能である。さらなる
実施形態で、電気エネルギー源はさらにインダクタを備えることが可能である。
【００１３】
　さらに他の態様で、本開示はペイロード発射方法を提供する。ある実施形態で、方法は
、本明細書に記載された発射システム内に含まれるペイロード容器内のペイロードを提供
するステップと、電気加熱器内で推進剤を電気的に加熱し、発射チューブを出るペイロー
ドを推進するのに十分な速度で抜け出る排出物を形成するステップを含むことが可能であ
る。
【００１４】
　さらなる実施形態で、本開示を多数の異なる実施形態によって特性化が可能である。特
に、この開示された発射輸送手段、発射システム、およびペイロードの発射方法を、後述
の１つまたは複数により形成することが可能である。
【００１５】
　本開示は、発射パッケージが発射パッケージから排出された物質を用いて発射チューブ
から加速される発射装置を含み、排出物は発射パッケージ内（または前方および接触した
箇所）に含まれる低原子量 の構成要素の加熱により形成され、そのような加熱に使用さ
れるエネルギーは、発射チューブの壁から発射パッケージへ電気的に提供される。いくつ
かの実施形態では、発射装置を、地球上に設置可能である。他の実施形態では、発射装置
を、自由空間または他の天体に設置可能である。
【００１６】
　本開示のシステムおよび方法を、流出速度が約２，０００から約５０，０００ｍ／秒，
約４，０００から約３０，０００ｍ／秒，約６，０００から約１５，０００ｍ／秒，また
は約８，０００から約１２，０００ｍ／秒の範囲を達成するよう構成可能である。いくつ
かの実施形態では、発射輸送手段を最初に、１段式軽ガスガンを用いて約１００から約５
，０００ｍ／秒の初速まで加速することが可能である。さらなる実施形態で、１段式軽ガ
スガンで達成される速度は、約２５０から約４，０００ｍ／秒または約１５００から約２
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５００ｍ／秒でありうる。１段式軽ガスガンの軽ガスを、予熱することが可能である。例
えば、１段式軽ガスガンの軽ガスを電気的に加熱することが可能である。いくつかの実施
形態では、電気加熱を、発射装置と同一のエネルギー供給装置から得ることが可能である
。
【００１７】
　発射パッケージ加熱器を駆動するため下ってチューブに戻る高駆動電流により「充電さ
れる」磁界の容量を最小化するために、チューブを、２つの同軸の伝導体を持ち、１つが
他の内側にあり、それらの間に最小の厚さの絶縁層を持つよう構成可能である。この磁界
エネルギーは、いくつかの悪影響を有する。所望されない磁界は、発射パッケージの推進
を補助しないエネルギーを必要とする。発射すると所望されない磁気エネルギーが直ちに
放出されるかもしれず、（本開示で達成されたように）エネルギーレベルが最小化されて
いない場合、壊滅的な損傷を引き起こしうる。これは、レールガンのような先行技術の発
射装置が、高速を達成するのに失敗する状態を起こした。磁界は高い機械力および負荷を
生み、それが破損またはコストの上昇または摩耗を引き起こす。これもまた、レールガン
のような先行技術の発射装置が、高速を達成するのに失敗する状態を起こした。磁界は高
い誘起電圧を生じ、それが所望されない場所でアーキングを引き起こす可能性があり、摩
耗または壊滅的な損傷または故障を引き起こす可能性がある。磁界は、電流およびエネル
ギーを発射パッケージに伝達する発射チューブ伝導体と摺動接触部の間に形成されたあら
ゆるアーク上に力を生じる。通常これらの力は、アークを発射パッケージよりはるかに高
い加速度および速度で前方へ吹き飛ばす。それから電流が発射パッケージを推進するため
要求され必要とされた場所から離れて要求されない異なる領域へ転換し、エネルギーの損
失、発射パッケージの妨害、摩耗、および／または壊滅的な損傷および／または故障を引
き起こす。これがさらに、レールガンのような先行技術の発射装置が、高速を達成するの
に失敗する状態を起こした。
【００１８】
　本開示は、「電非磁」発射装置を提供する。先行技術のレールガンおよびコイルガンは
、発射パッケージを推進するため磁力の形成を能動的に誘発した。必要とされる非常に高
い磁界の生成は、前述の悪影響につながった。本開示のシステムおよび方法は、有益に磁
界を最小化するよう構成可能である。
【００１９】
　本開示は、チューブが伝導する電気エネルギーにより促進された電気加熱によって形成
された高温の膨張ガスの力を使用する。いくつかの実施形態では、本開示は、高温の軽ガ
スの膨張を利用する。例えば、水素を５，０００Ｋ超に加熱し、水素の個々の原子からな
る放出ガスをもたらすことが可能である。いくつかの実施形態では、加熱は最高１００，
０００Ｋであることが可能で、これは最高７７，０００ｍ／秒の排出速度をもたらしうる
。発射速度は、１５０，０００ｍ／秒程度、または排出速度の約２倍でありうる。地球表
面からの発射がその速度での空力（約１，０００，０００ＰＳＩに達しうる）によって約
１００，０００ｍ／秒に実際に制限されるので、最大速度は宇宙での使用に限定されうる
。
【００２０】
　地球での発射の速度は実際に約５０，０００ｍ／秒に達しえて、それは２５０，０００
ＰＳＩを生じ、これを蒸散冷却された金属の物体先端などの追加といった適切な構造を用
いて軽減可能である。地球での発射の速度は実質的に約１８，０００ｍ／秒に達しえて、
それは約３０，０００ＰＳＩを生じ、これを融除する炭素の物体先端などの追加といった
適切な構造を用いて軽減可能である。人間が発射されるとき、発射装置の長さにより他の
制限が課される。人間の搭乗者を輸送する発射装置の速度は、約２０Ｇ’ｓ未満の加速度
に限定されうる。最大約１，０００ｋｍの長さの発射チューブを使用すると、最高約２０
，０００ｍ／秒の速度を安全にもたらしうる。
【００２１】
　膨張のための軽ガスを、例えば電気加熱器内で加熱可能である。他の実施形態では、加
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熱器は抵抗加熱器であることが可能で、または加熱器はアーク加熱器であることが可能で
ある。いくつかの実施形態では、加熱構成要素は蒸散チューブ構成要素であることが可能
で、および／または加熱器の壁部を蒸散により冷却することが可能である。
【００２２】
　アーク安定性および伝導度およびイオン化を促進するため、軽ガスをイオン化可能な構
成要素とともに散布可能である。イオン化可能な構成要素の非限定の適切な例は、セシウ
ム、ルビジウム、カリウム、ナトリウム、およびリチウムを含む。
【００２３】
　導電性の摺動接触部を、チューブ壁と機械的な摺動配置にあるよう構成することが可能
で、少ない電圧降下を示すことが可能である。いくつかの実施形態では、摺動配置は、接
触部とチューブ壁の間の物理的な接触を有することが可能である。特定の実施形態で、導
電性の摺動接触部を、最小化された電圧降下でチューブ壁とアーキング摺動接触部を作る
よう構成可能である。アークは、例えば摺動絶縁周面を用いて機械的な封じ込めによって
有されうる。いくつかの実施形態では、アークは磁力によって有されうる。例えば、磁力
を特別な形状の電流ループによって接触部を通る電流により生成可能である。他の例では
、磁力を発射パッケージの自給式電源により生成可能である。さらなる例で、磁力を永久
磁石または超伝導磁石のような磁石により生成可能である。いくつかの実施形態では、摺
動接触部を、蒸散液により冷却可能である。例えば、蒸散液は軽ガスであることが可能で
、それを発射輸送手段の推進剤タンクから生成してもよく、または独立した源であっても
よい。他の実施形態では、摺動接触部を、融解または気化する摺動接触部内の物質により
冷却可能である。使用されるとき、蒸散液は導電性であることが可能である。特に蒸散液
は、低イオン化性を有する低温融解金属でありえる。例えば、低温融解金属は、セシウム
、アルミニウム、リチウム、または類似の低イオン化性を有する低温融解軟金属でありえ
る。摺動接触部は絶縁周面を有することが可能で、それを蒸散冷却可能である。そのよう
な冷却のための蒸散液は、水素、６フッ化硫黄のような絶縁性物質または他の液体または
ガスでありうる。摺動接触部の少なくとも部分を、１つまたは複数の状態移行を示すよう
に適合することが可能である。例えば、チューブ壁と相互作用する摺動接触部の少なくと
も一部が融解した液体金属に変移するとき、摺動接触部は、液体－固体相互作用に移行す
る固体チューブ壁と摺動固体－固体相互作用を形成可能である。いくつかの実施形態では
、そのような状態変移は、約１０００から約２０００ｍ／秒の発射装置速度で起こりうる
。例えば、状態はアーキング接点へ約１５００から約３０００ｍ／秒の速度で変移可能で
ある。アーク電圧は、約１００Ｖないし約３００Ｖとしてもよい。アークは接点に安定し
て位置することが可能で、所望の接触領域の外側に実質的に移動しないかもしれない。
【００２４】
　導電性チューブの壁は、摺動接触部が導電性細片と接触するよう、さまざまな数のスロ
ット式軌道および幾何学構造を有することが可能である。軌道を、チューブ伝導体間のア
ーキングを実質的に防ぐよう構成可能であり、発射パッケージを整列してそれがチューブ
内で回転することを防ぐよう構成可能である。いくつかの実施形態では、導電性の細片が
、導電性チューブの長さの少なくとも一部に沿って伸びる長手方向の軌道を形成可能であ
る。特に導電性細片は、導電性チューブと同軸でありうる。いくつかの実施形態では、導
電性チューブの壁は、異なる物質の層を有することが可能である。例えば物質は、主に鋼
またはアルミニウムでありうる。いくつかの実施形態では、最も内側の層は、タングステ
ンまたはレニウムまたは硬化銅のような耐高温摩耗性の導電性物質でありうる。さらに、
主たる外側層と最も内側の層の間に中間層物質を提供することが可能である。例示的な実
施形態で、中間層は、銅またはモリブデンでありうる。いくつかの実施形態では、導電性
チューブ壁の内表面の大部分を、絶縁体で覆うことが可能である。例えば、導電性の細片
により形成された区間から離れた導電性チューブ壁の内表面の実質的に全てを、絶縁体で
覆うことが可能である。導電性の内側壁の絶縁体は、例えば、セラミックまたは混合物で
ありうる。いくつかの実施形態では、１つのリターン電流路と直列の１つの電流出力路が
ありうる。他の実施形態では、並列の複数の電流出力路があることが可能で、全てが複数
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のリターン電流路と直列であることが可能である。発射装置のインダクタンスを、並列の
電流路の数に比例して下げることが可能である。有益なことに、低いインダクタンスは磁
界エネルギーを下げることができ、よって磁界の悪影響を低めることが可能である。
【００２５】
　いくつかの実施形態では、スロット式軌道の絶縁体を蒸散冷却可能であり、および／ま
たは導電性細片を蒸散冷却可能である。蒸散液は、例えば、導電性の物質でありうる。移
動する発射輸送手段の後方の物質の分散を実質的に防ぐ（よって望ましくないアーク形成
を防ぐ）、さらなる導電性細片の冷却手段のいずれもまた使用してもよい。
【００２６】
　推進剤タンクは、発射チューブの内径と実質的に同一の外径を有することが可能である
。推進剤タンクは、その外表面の少なくとも一部に摺動接触部の細片を有することが可能
である。摺動接触部の細片を、発射輸送手段の速度が上がるにつれて気化するよう構成可
能である。そのような気化した細片は、摩擦の抗力を最小化する低い抗力のガスベアリン
グを提供可能である。そのような気化した細片は、あらゆるアーキングを促進するのでは
なくそれを抑制するように絶縁する蒸気を産生可能である。いくつかの実施形態では、摺
動接触部の細片は、液体の６フッ化硫黄または他の適切な物質で満たされた細孔を備えて
もよい。
【００２７】
　装置を、検査、整列、および修復のため導電性の発射チューブ内に挿入可能である。い
くつかの実施形態では、発射チューブを、能動的な整列装置により整列することが可能で
ある。
【００２８】
　発射チューブは、それが上方（すなわち発射方向）に湾曲する出口端部近辺を除いて、
実質的に水平であることが可能である。いくつかの実施形態では、発射チューブは地球の
湾曲に合わせることが可能である。他の実施形態では、発射チューブは一定の傾斜角度に
あることが可能である。必要に応じて、チューブ台をチューブの一定の傾斜角度に徐々に
近づけることが可能である。
【００２９】
　加速中に空力抵抗を最小化し、一方で発射パッケージの前方のアーク破損への抵抗を増
すよう、発射チューブを低圧の軽ガスで排気および充填してもよい。いくつかの実施形態
では、発射チューブを排気可能であり、壁をガス層で覆うために、高速パルスのガスを順
次チューブに沿って（例えば蒸散により）導入可能である。ガスは、壁を絶縁するが、壁
からチューブ直径の大部分へ膨張し、よって空力抵抗を増加する時間が十分にはない。い
くつかの実施形態では、発射チューブの最初の区間を、導電性がないように構成可能であ
る。そのような発射チューブの最初の区間を通して、電気的に加熱されないまたは発射開
始前に電気または他の手段により予熱された膨張ガスを使用して、発射輸送手段を加速可
能である。
【００３０】
　発射チューブの出口を、発射パッケージが到着するまで空気の侵入を防ぐ出口装置で密
閉可能である。いくつかの実施形態では、出口装置は高速機械シャッタであることが可能
であり、１つまたは一連の空力カーテンであることが可能であり、またはそれを通って発
射パッケージが飛行する薄い膜または複数の膜であることが可能である。いくつかの実施
形態では、出口装置は、１つまたはいくつかの充填爆発物を有する薄い膜または複数の膜
であることが可能で、充填爆発物は、発射パッケージ到着前に爆発しなかった場合に発射
パッケージを破壊し、発射パッケージ到着前に爆発した場合に発射パッケージの通過を可
能にする。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、発射チューブは移動可能である。例えば発射チューブは、発
射仰角または発射方位を変更するよう１次元で移動可能である。さらに発射チューブは、
仰角および方位の両方の変更を可能にするよう、２次元で移動可能である。いくつかの実



(10) JP 6785827 B2 2020.11.18

10

20

30

40

50

施形態では、発射チューブを、船または潜水艦のような移動可能な輸送手段に据え付ける
ことが可能である。代わりに発射チューブを、地下の傾斜したトンネル内に設置すること
が可能であり、または自然に傾斜する地面に設置することが可能である。いくつかの実施
形態では、発射チューブを、固定または移動可能な角度で水中に設置可能である。
【００３２】
　発射パッケージは、発射チューブ内で加速される間、その整列および方向を能動的に維
持する慣性センサおよびアクチュエータを有することが可能である。いくつかの実施形態
では、発射パッケージを、発射加速の合間に、完全性および計画通りの実行について監視
可能である。発射を最適化し発射チューブを保護するよう、監視結果に基き緊急操作を実
行可能である。例えば、発射パッケージを直ちにまたはそれが発射チューブから出た直後
に破壊することにより、発射を中断可能である。さらなる例として、発射パッケージを、
発射の間または発射直後に、廃棄部分および飛び出すペイロード部分に分離可能である。
飛び出すペイロードは、大気から出る間、物体先端の完全性、形状、鋭敏度、低い抗力お
よび低圧を維持するよう、突き出したロッドまたは蒸散冷却された物体先端を持つ熱シー
ルドを有することが可能である。飛び出すペイロードは、その質量中心の位置に対する圧
力中心の位置に基き、少し正の安定性、中性の安定性、または負の空力的安定性を有する
ことが可能である。飛び出すペイロードは、大気を通る飛行経路を最適化および発射方位
を変更するよう、高い横加速度レベルで操縦可能である。飛び出すペイロードは、高い揚
抗比を有することが可能で、リフティングボディ設計を有しうる。例えば、飛び出すペイ
ロードは、非常に高速応答および低い抗力の空力の操縦翼面を有しうる。いくつかの実施
形態では、操縦翼面は、ベーススプリットフラップであることが可能で、および／または
圧電アクチュエータで作動可能である。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、部分的な真空を生成し、それによってペイロードの空力抵抗
を減少するように、ペイロードの前方の大気（例えば空気）（すなわち移動する発射装置
の前方の発射チューブの容積）を加熱可能である。例えば高エネルギーのレーザシステム
は、ペイロードの前方に焦点をあてレーザビームを発射し、空気を爆発的に加熱可能であ
る。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、飛び出すペイロードは軌道衛星であることが可能で、または
軌道に乗らないペイロードであることが可能である。
例示的な実施形態で、ペイロード衛星は、通信衛星、検出衛星、再補給輸送手段、または
武器でありうる。実施形態で、ペイロードは長距離に急速で送達される商業パッケージで
ある。別の実施形態では、ペイロードは、検出ペイロードまたはＵＡＶまたは他の無人輸
送手段である。さらなる実施形態で、ペイロードは武器である。さらに他の実施形態で、
ペイロードは衝突前に分散される副部品を有する。他の実施形態では、ペイロードは衝突
まで損傷がないままである。必要に応じて、複数のペイロードが、深く貫入するよう同一
の位置または近辺に衝突可能である。ペイロード衛星は、電力のために拡張可能なソーラ
ーアレイを包含することが可能であり、そのようなアレイは、配置後剛性を硬化可能であ
る。ペイロード衛星は、軌道内の姿勢を制御する拡張可能なマグネットアレイを有するこ
とが可能であり、そのようなアレイは、配置後剛性を硬化可能である。ペイロード衛星は
、軌道内の通信を果たす拡張可能なアンテナアレイを有することが可能であり、そのよう
なアレイは、配置後剛性を硬化可能である。ペイロード衛星は、軌道内の役目を果たす拡
張可能な構造を有することが可能であり、そのような構造は、配置後剛性を硬化可能であ
る。
【００３５】
　ペイロード衛星の設計寿命は、１０年未満、５年未満、２年未満、または１年未満であ
りうる。衛星軌道高度は、空力抵抗による軌道存続期間が５年未満、２年未満、１年未満
、６ヶ月未満、３ヶ月未満または１ヶ月未満であるようにありうる。拡張可能な磁気アレ
イを用いた地球の磁界に対する磁気推力によって、より長い軌道存続期間を得るよう衛星
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を構成可能である。衛星は、拡張可能なソーラーセイル上の日光および太陽風に誘起され
た圧力によって、軌道存続期間の長期化を達成するよう構成可能である。衛星を、イオン
化した上層大気分子に対する磁気流体力学（ＭＨＤ）推進力によって、軌道存続期間の長
期化を達成するよう構成可能である。初期故障率が高い商業級の部品を使用し、それから
発射、失敗、および再設計サイクルを迅速に繰り返し、時間と共に迅速にどんどん高い信
頼性を得ることによって、ペイロードコストを削減可能である。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、本開示による発射装置および（例えば何千もの）複数のペイ
ロードを、１つの目的のために同時に設計可能である。例えば、ペイロードは全て、高周
波通信衛星または光通信衛星のような通信衛星でありうる。いくつかの実施形態では、ペ
イロードは、ミリ波または光学ビームの反射中継器でありうる。他の実施形態では、ペイ
ロードは、核廃棄物容器でありうる。
【００３７】
　発射パッケージおよび／または１段階式軽ガスガン前段加速器の軽ガス推進剤は、例え
ば、水素であることが可能である。いくつかの実施形態では、軽ガスを、約１，０００Ｋ
から約１００，０００Ｋ，約２，０００Ｋから約５０，０００Ｋ，約２，５００Ｋから約
２０，０００Ｋ，約３，０００Ｋから約１５，０００Ｋ，約３，５００Ｋから約１０，０
００Ｋ，または約３，５００Ｋから約５，０００Ｋの範囲に加熱可能である。
【００３８】
　種々の実施形態で、排出ガスは異なりうる。例えば排出ガスは、分子水素（０．００２
ｋｇ／ｍｏｌｅ）、原子水素（０．００１ｋｇ／ｍｏｌｅ）、および／または水素プラズ
マ（０．０００５ｋｇ／ｍｏｌｅ）でありうる。
【００３９】
　発射パッケージ排出装置は、任意選択的に軽ガス（例えば水素）で蒸散冷却可能なノズ
ルのどを有しうる。排出装置はまた、任意選択的に軽ガス（例えば水素）で蒸散冷却可能
なノズルを有しうる。排出装置はまた、多孔性のノズルのどを有することが可能であり、
いくつかの実施形態では、細孔を、融解および／または蒸発および／または解離により熱
を吸収する物質（例えば固体水素またはリチウムまたは氷）で満たすことが可能である。
【００４０】
　飛び出すペイロードは、大気から出る間、物体先端の完全性、形状、鋭敏度、低い抗力
および低圧を維持するよう、融解および／または蒸発および／または解離により熱を吸収
する物質（例えば、固体水素またはリチウムまたは氷）で満たされた多孔性の物体先端を
持つ熱シールドを有することが可能である。飛び出すペイロードの物体先端は、突き出し
たロッドを有してもよく、それはロッドが融除するとき外側に押し進められることが可能
である。
【００４１】
　発射システムの電気エネルギーを、電池バンクが供給することが可能である。種々の実
施形態で、電池は鉛酸電池でありうる。いくつかの実施形態では、自動車蓄電池を使用し
てもよい。電池バンクがインダクタを充電し、それからインダクタが発射装置チューブに
切り替えて発射装置チューブ内に放電するように、インダクタを電池バンクと発射装置の
間に置くことが可能である。発射装置内への放電を、爆発的に作動されたスイッチにより
開始可能である。放電切り替えは、従来のスイッチとキャパシタが介在するアーキング制
御で遂行可能である。インダクタは、高透過性の材質からなるコアを有することが可能で
ある。コアを、高放電率および低渦電流損に設計可能である。インダクタを能動的に冷却
可能であり、および／またはコアを能動的に冷却可能である。いくつかの実施形態では、
伝導体を能動的に冷却可能である。
【００４２】
　いくつかの態様で、本開示は、ペイロードを送達するよう構成可能な発射輸送手段を提
供する。発射輸送手段は、ペイロードの高速送達に適合可能である。いくつかの実施形態
では、発射輸送手段は、ペイロード容器と、推進剤を収容する推進剤タンクと、推進剤タ
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ンクと流体接続し、抜け出る排出物を形成するよう推進剤の電気加熱に適合された電気加
熱器と、外部の源から電気加熱器へ電流の流れを向けるよう構成された１つまたは複数の
電気伝導体を備えることが可能である。種々の実施形態で、後述の１つまたは複数が、本
開示による発射輸送手段を説明できる。
【００４３】
　発射輸送手段は、電気加熱器から抜け出る排出物と流体連通する膨張ノズルを備えるこ
とが可能である。
【００４４】
　電気加熱器は、抵抗加熱器でありえる。
【００４５】
　抵抗加熱器は、格納容器の内側に電気的に加熱される多孔性シリンダを備えることが可
能である。
【００４６】
　電気的に加熱される多孔性シリンダは、炭素壁を備えることが可能である。
【００４７】
　炭素壁は、ダイヤモンド、タングステン，炭化ハフニウム、およびそれらの組み合わせ
からなる群から選択されるコーティング材質を有することが可能である。
【００４８】
　電気的に加熱される多孔性シリンダは、蒸散タングステン含有シリンダであることが可
能である。
【００４９】
　抵抗加熱器は、格納容器の内側および電気的に加熱される多孔性シリンダの外側にあり
うるチャンバと流体連通する放出ポートを備えることが可能である。
【００５０】
　電気加熱器は、アーク加熱器であることが可能である。
【００５１】
　アーク加熱器は、格納容器内に旋回チャンバを有することが可能である。
【００５２】
　格納容器は、蒸散冷却壁を備えることが可能である。
【００５３】
　旋回チャンバは、旋回安定化電気渦アークを確立するよう構成可能である。
【００５４】
　アーク加熱器は、旋回チャンバにより離間された同軸の電気端子を備えることが可能で
ある。
【００５５】
　電気伝導体は、摺動電気接触部を備えることが可能である。
【００５６】
　摺動電気接触部は、外側リムにより少なくとも部分的に囲まれた内側の伝導体を備える
ことが可能である。
【００５７】
　外側リムを、蒸散冷却されるよう構成可能である。
【００５８】
　外側リムは、多孔性でありうる。
【００５９】
　多孔性外側リム内の細孔は、冷却物質を少なくとも部分的に充填することができる。
【００６０】
　冷却物質を、水素、６フッ化硫黄およびそれらの組み合わせからなる群から選択するこ
とが可能である。
【００６１】
　摺動電気接触部は、磁気リム、融除シールド、内側の冷却リム、および内側の伝導体と
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外側リムの間の融除リムのうちの１つまたは複数をさらに備えることが可能である。
【００６２】
　摺動電気接触部を、プラズマアークから電流を受けるよう構成可能である。
【００６３】
　電気伝導体は、摺動電気接触部と電気加熱器の間を伸びる整列アームをさらに備えるこ
とが可能である。
【００６４】
　電気伝導体は、ペイロード容器および推進剤タンクのうちの１つまたは両方に取り付け
られ、または一体式である細長形の導電性の構成要素を備えることが可能である。
【００６５】
　細長形の導電性の構成要素は、プラズマアークから電流を受けるよう構成可能である。
【００６６】
　推進剤タンクは、推進剤タンクの外表面の少なくとも一部に１つまたは複数の摺動接触
部の細片を有することが可能である。
【００６７】
　摺動接触部の細片は、気化可能であるよう構成可能である。
【００６８】
　ペイロード容器は、人間または動物の搭乗者、衛星、輸送手段、物品、および武器のう
ちの１つまたは複数を有することが可能である。
【００６９】
　ペイロード容器、推進剤タンク、および電気加熱器のうちの１つまたは全てが、再利用
可能でありうる。
【００７０】
　推進剤は、水素、ジボラン、アンモニア、メタンおよびそれらの組み合わせからなる群
から選択可能である。
【００７１】
　輸送手段を、少なくとも５００秒の比推力（Ｉｓｐ）を提供するよう構成可能である。
【００７２】
　電気加熱器を、推進剤を約１，０００Ｋから約１００，０００Ｋの温度に加熱するよう
構成可能である。
【００７３】
　抜け出る排出物を、分子水素、原子水素、水素プラズマ、およびそれらの組み合わせか
らなる群から選択可能である。
【００７４】
　ペイロード容器は、熱シールドを有することが可能である。
【００７５】
　熱シールドの少なくとも一部を、蒸散冷却されるよう構成可能である。
【００７６】
　輸送手段を、１０：１より大きい重量比に対する推力を提供するよう構成可能である。
【００７７】
　発射輸送手段は、推進剤タンクおよび電気加熱器と流体連通する推進剤ポンプをさらに
備えることが可能である。
【００７８】
　推進剤ポンプは発煙筒で駆動されるポンプであることが可能で、または電気的に駆動さ
れるポンプであることが可能である。
【００７９】
　いくつかの態様で、本開示は発射システムを提供する。いくつかの実施形態では、発射
システムは、それを通ってエネルギーを伝達するよう構成された少なくとも１つのチュー
ブを有する発射チューブを備えることが可能である。発射システムは、本明細書に記載さ
れたあらゆる実施形態による発射輸送手段を備えることが可能である。例えば、発射輸送
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手段は、ペイロード容器と、推進剤を収容する推進剤タンクと、推進剤タンクと流体接続
し、抜け出る排出物を形成する推進剤の電気加熱に適合された電気加熱器と、推進剤タン
クおよび電気加熱器と流体連通する任意選択の推進剤ポンプと、電気加熱器へ電流の流れ
を向けるよう構成された１つまたは複数の電気伝導体を備えることが可能である。発射シ
ステムはさらに、電気エネルギー源を備えることが可能である。発射チューブを特に、そ
れを通る発射輸送手段を推進するよう構成可能である。種々の実施形態で、後述のうち１
つまたは複数が本開示による発射システムを説明可能である。
【００８０】
　発射チューブは、内側の導電性のチューブ、および同軸の絶縁体チューブにより分離さ
れた外側の導電性のチューブを備えることが可能である。
【００８１】
　内側の導電性のチューブは、その長さの少なくとも一部に沿って伸びる１つまたは複数
のスロット式軌道を有することが可能である。
【００８２】
　１つまたは複数のスロット式軌道を、発射輸送手段の電気伝導体を受け入れるよう構成
可能である。
【００８３】
　内側の導電性のチューブの半径に対する外側の導電性のチューブの半径の比は、２であ
ることが可能である。
【００８４】
　磁場が約１．２５テスラ未満の強度であることが可能なように、発射チューブを、約２
０万から約２００万アンペアの電流がそれを通ることにより形成されるあらゆる磁界を限
定するよう構成可能である。
【００８５】
　発射チューブは、周囲の空気を排気可能である。
【００８６】
　発射チューブは絶縁体チューブおよび導電性のチューブに囲まれたチューブ内腔を備え
ることが可能であり、発射チューブを、発射チューブ内腔内の誘起されたプラズマアーク
を通って電流が通過するよう構成可能である。
【００８７】
　導電性のチューブを、絶縁体チューブによって発射チューブ内腔からその長さに沿って
分離可能であるが、発射チューブの末端部直近で発射チューブ内腔と電気接続可能である
。
【００８８】
　発射システムは、発射チューブの対向する開始端部において後部の導電性の構成要素を
さらに備えることが可能である。
【００８９】
　システムを、導電性のチューブを通って前方に、および発射チューブ内腔および発射輸
送手段の１つまたは複数の電気伝導体を通って後部の導電性の構成要素へ後方に電流が通
過するよう構成可能である。
【００９０】
　誘起されたプラズマアークは、発射輸送手段の前方および発射輸送手段の後方に存在す
ることが可能である。
【００９１】
　発射チューブは、２つの導電性のチューブおよび２つの絶縁体チューブを備えることが
可能である。
【００９２】
　発射チューブは、内側の絶縁体チューブおよび内側の導電性のチューブにより分離され
た外側の絶縁体チューブに囲まれたチューブ内腔を備えることが可能であり、外側の絶縁
体チューブの外側に外側の導電性のチューブもまた備えることが可能である。
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【００９３】
　内側の絶縁体チューブおよび内側の導電性のチューブを、それらの長さの少なくとも一
部に沿って区画化可能である。
【００９４】
　区画のそれぞれが、発射内腔から内側の導電性のチューブへ電流を通過するよう構成さ
れた少なくとも１つのスイッチを有することが可能である。
【００９５】
　外側の導電性のチューブは、発射チューブの末端部直近の発射チューブ内腔と電気接続
が可能である。
【００９６】
　発射チューブを、発射チューブ内腔内の誘起されたプラズマアークを通って電流が通過
するよう構成可能である。
【００９７】
　システムを、外側の導電性のチューブを通って前方に、および発射チューブ内腔および
発射輸送手段の１つまたは複数の電気伝導体を通って後方に電流が通過するよう構成可能
である。
【００９８】
　システムを、発射輸送手段の１つまたは複数の電気伝導体から内側の絶縁体チューブの
長さに沿って位置する１つまたは複数のスイッチを通って、内側の導電性のチューブ内へ
電流が通過するよう構成可能である。
【００９９】
　発射システムを、電非磁であるよう構成可能である。
【０１００】
　電気エネルギー源は、電池バンクを備えることが可能である。
【０１０１】
　電気エネルギー源は、さらにインダクタを備えることが可能である。
【０１０２】
　電気エネルギー源は、電流ビームを送達するよう構成された放射構成要素を備えること
が可能である。
【０１０３】
　電気エネルギー源は、発射チューブを通って運動中の発射輸送手段を追跡するよう構成
された軌道構成要素を備えることが可能である。
【０１０４】
　発射チューブは、その長さの少なくとも部分に沿って１つまたは複数の通路を有するこ
とが可能であり、１つまたは複数の通路がそれを通る電流ビームの伝達を可能にするよう
構成される。
【０１０５】
　電流ビームは、レーザビーム、マイクロ波ビーム、またはミリメートル波ビームを有す
ることが可能である。
【０１０６】
　いくつかの態様で、本開示はペイロード発射方法を提供する。いくつかの実施形態では
、ペイロード発射方法は、本明細書に記載されたあらゆる実施形態による発射システムを
提供するステップと、発射システムから発射輸送手段の電気加熱器内で推進剤を電気的に
加熱し、発射システムから発射チューブを通って出るペイロードを加速するのに十分な速
度で抜け出る排出物を形成するステップを含むことが可能である。種々の実施形態で、後
述のうち１つまたは複数が本開示によるペイロード発射方法を説明可能である。
【０１０７】
　方法は、発射輸送手段の電気加熱器内で推進剤を電気的に加熱し、約２から約２，００
０Ｇ’ｓの加速力で毎秒少なくとも約２，０００メートル（ｍ／ｓ）の速度に発射チュー
ブを通る発射輸送手段を加速する一方で、チューブ内の磁界を約２テスラ未満に制限する
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膨張ガスを形成するステップを含むことが可能である。
【０１０８】
　方法は、発射チューブの少なくとも１つの導電性のチューブを通る、約０．２アンペア
から約２００万アンペアの電流を提供するステップを含むことが可能である。
【０１０９】
　電流は、第１の導電性のチューブに提供されることが可能であり、第１の導電性のチュ
ーブから第１の摺動接触部を通って発射輸送手段の電気加熱器へ通過可能で、および電気
加熱器から第２の摺動接触部を通って第２の導電性のチューブへ通過可能である。
【０１１０】
　電流は、第１の導電性のチューブから第１の摺動接触部へ通過することが可能で、第２
の摺動接触部からプラズマアークを介して第２の導電性のチューブへ通過することが可能
である。
【０１１１】
　電流は、少なくとも１つの導電性のチューブに提供されることが可能で、導電性のチュ
ーブを通って前方に発射チューブの末端部へ通過することが可能である。
【０１１２】
　電流は少なくとも１つの導電性のチューブから発射チューブの開口内腔内へ通過可能で
、開口内腔を通って電流が発射輸送手段の第１の電気伝導体へ通過可能である。
【０１１３】
　電流は、発射チューブの開口内腔を通ってプラズマアークを介して通過することが可能
である。
【０１１４】
　電流は、発射輸送手段の第１の電気伝導体から電気加熱器へ通過することが可能で、発
射輸送手段の第２の電気伝導体を通って発射輸送手段を離れて通過することが可能である
。
【０１１５】
　発射輸送手段から離れて通過する電流は、発射チューブの開口内腔を通って後方へ、後
部の導電性の構成要素へ移動することが可能である。
【０１１６】
　電流は、第１の導電性のチューブへ提供されることが可能で、第１の導電性のチューブ
を通って前方へ発射チューブの末端部へ通過することが可能である。
【０１１７】
　電流は、第１の導電性のチューブから発射チューブの開口内腔内へ通過することが可能
で、開口内腔を通って電流はプラズマアークを介して発射輸送手段の第１の電気伝導体へ
通過することが可能である。
【０１１８】
　電流は、発射輸送手段の第１の電気伝導体から電気加熱器へ通過することが可能で、発
射輸送手段の第２の電気伝導体を通って発射輸送手段を離れて通過することが可能である
。
【０１１９】
　発射輸送手段から離れる電流は、１つまたは複数のスイッチを通って第２の導電性のチ
ューブ内へ通過することが可能で、それを通って後方へ通過する。
【０１２０】
　電気エネルギー源は電流ビームを送達するよう構成された放射構成要素を有することが
可能であり、方法は、放射構成要素から発射チューブ内の１つまたは複数の通路を通って
発射輸送手段の電気加熱器へ電流ビームを向けるステップを含むことが可能である。
【０１２１】
　方法は、電流ビームが発射チューブの長さに沿った複数の位置において発射輸送手段へ
送達可能なように、発射輸送手段が発射チューブを通って加速するにつれて電流ビームを
発射輸送手段の位置に追跡するステップを含むことが可能である。
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【０１２２】
　電流ビームは、レーザビーム、マイクロ波ビーム、またはミリメートルビームであるこ
とが可能である。
【０１２３】
　方法は、発射輸送手段の前方の大気を加熱するステップを含むことが可能である。
【０１２４】
　大気を、レーザビームで爆発的に加熱することが可能である。
【０１２５】
　前述の一般用語で本開示をこのように記載したが、添付の図について記述し、図は必ず
しも縮尺通りではない。
【図面の簡単な説明】
【０１２６】
【図１】本開示の例示的な実施形態による発射システムの側面断面図であり、発射輸送手
段が導電性の発射チューブ内に位置する。
【図２】発射チューブを一般的な先行技術レールガンと比較した、本開示の例示的な実施
形態による発射チューブの概略である。
【図３】本開示の例示的な実施形態による発射装置、および既知の技術の電磁発射装置の
発射装置の、発射装置の磁界強度の機能としての電気から運動エネルギー変換効率を示す
グラフである。
【図４】望ましい範囲の最小化された磁界強度にわたる、本開示の例示的な実施形態によ
る発射装置の、発射装置の磁界強度の機能としての電気から運動エネルギー変換効率を示
すグラフである。
【図５】本開示の例示的な実施形態による発射装置、および既知の技術の電磁発射装置の
インダクタンスの機能としての効率を示すグラフである。
【図６】本開示の例示的な実施形態による発射装置の、発射装置の幾何学構造に対する単
位長あたりのインダクタンスを示すグラフである。
【図７】本開示の例示的な実施形態による発射装置の、発射装置の幾何学構造に対する効
率を示すグラフである。
【図８ａ】本開示の例示的な実施形態による摺動接触部を示す。
【図８ｂ】本開示の例示的な実施形態による、発射チューブ伝導体からプラズマ層を通り
摺動接触部内への電流の伝達を示す。
【図９】本開示の例示的な実施形態による発射システムの背面図であり、発射輸送手段が
導電性の発射チューブ内に位置する。
【図１０】本開示の例示的な実施形態による発射システムの側面断面図であり、発射輸送
手段が、同軸の絶縁体チューブにより分離された同軸の導電性のチューブで形成された発
射チューブ内に位置する。
【図１１】本開示の例示的な実施形態による発射システムの側面断面図であり、発射輸送
手段が、導電性のチューブおよび絶縁体チューブで形成された発射チューブ内に位置し、
発射チューブが、プラズマアークを介して発射チューブの開口内腔を通る電流路を提供す
るよう構成される。
【図１２】本開示の例示的な実施形態による発射システムの側面断面図であり、発射輸送
手段が、２つの導電性のチューブおよび２つの絶縁体チューブで形成された発射チューブ
内に位置し、発射チューブが、プラズマアークを介して発射チューブの開口内腔を通り、
導電性のチューブのうちの１つの中に戻る電流路を提供するよう構成される。
【図１３】本開示の例示的な実施形態による発射システムの側面断面図であり、発射輸送
手段が、発射装置の電気加熱器の電気エネルギー源としての電流ビームの進入路を有する
発射チューブ内に位置する。
【図１４】電気エネルギー源と接続した発射チューブを示す、本開示の例示的な実施形態
による発射システムの概略である。
【図１５】抵抗加熱に有用な構成要素を有する、本開示の例示的な実施形態による電気加
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熱器の断面である。
【図１６】旋回安定化渦アーク加熱に有用な構成要素を有する、本開示の例示的な実施形
態による電気加熱器の断面である。
【図１７】本開示の例示的な実施形態による発射システムの側面図であり、発射輸送手段
が、区別した加圧を有する導電性の発射チューブ内に位置する。
【図１８】本開示の例示的な実施形態による発射輸送手段のペイロード構成要素の例示で
あり、例示された実施形態の種々の構成要素を表すペイロード構成要素の外観図およびペ
イロード構成要素の内観図を示し、ペイロード構成要素は大気通行構成である。
【図１９】本開示の例示的な実施形態による発射輸送手段のペイロード構成要素であり、
ペイロード構成要素は大部分の大気の外側の宇宙の真空で軌道内または他に配置された構
成にある。
【発明を実施するための形態】
【０１２７】
　本開示を、その例示的な実施形態に関連して以下により充分に記載する。この開示が徹
底的で完全であり、開示の範囲を当業者に十分に伝えるように、これらの例示的な実施形
態を記載する。実際に本開示を多数の異なる形態で実施してもよく、本明細書に記載され
る実施形態に限定されると解釈されるべきではない。そうではなく、この開示が適用可能
な法律上の必要条件を満たすように、これらの実施形態を提供する。明細書、および添付
の請求項内の使用で、「１つの」、「その」の単数の形態は、文脈が明らかに他を述べて
いない限り複数の指示対象を含む。
【０１２８】
　本開示は、発射体の急速な加速の手段を提供する。特定の実施形態で、発射体は宇宙発
射装置の全てまたは一部を含みうる。そのようなものとして、本主題のいくつかの機能の
記載を簡単にするために、本開示はこの実施形態に焦点を当てるかもしれない。それにも
かかわらず、開示された主題は、本明細書に述べられた宇宙発射またはさらに特定の実施
形態に限定されることを意図しない。そうではなく、例示的な記述をさらなる実施形態に
拡張するよう十分な記載を提供するために、特定の実施形態に関するあらゆる開示は例示
的な主題であることが意図される。
【０１２９】
　本開示は、発射システム、発射システム内で使用可能な１つまたは複数の機器、および
とりわけ迅速に高速に達するが過度に加速しない、物体発射の１つまたは複数の方法を提
供する。ある実施形態で、本開示のこれらおよびさらなる態様は、推進燃料として低原子
量の成分を使用する電非磁（“ＥＡＭ”）発射装置の使用を通じて得られうる。
【０１３０】
　およそ３０年にわたり、電磁（“ＥＭ”）発射装置が、米国政府および他の組織によっ
て盛んに開発されてきた。ＥＭ発射装置（例えばレールガン）は、２つの平行なレールを
へて電磁効果により加速された発射機器を通って流れる電流により生成された誘起磁場に
依存する。同様に、増大されたＥＭ発射装置は、発射機器により起こされた磁界を増加ま
たは増大するように配置されたさらなる対の平行な伝導体を通して流された駆動電流を使
用可能である。しかし、最近の研究は、ＥＭ発射装置が宇宙発射に必要な条件を達成する
のを妨げる深刻な問題を、それらが抱えることを示す。高速において、磁気効果は膨大な
電力およびエネルギーを吸収する。これは、移動中の発射パッケージと固定の供給伝導体
の間の安定した電気伝送を達成する能力を事実上壊しうる。電気エネルギーを用いて発射
パッケージを推進する磁力を生成するのではなく、本開示によるＥＡＭ発射装置は誘起さ
れた磁力を実質的に最小化し、よって同様にエネルギー排出およびその歪み効果を最小化
する。とりわけ、本開示による推進は、磁力によるものではなく電気的に加熱された膨張
の膨張によってもたらされる。
【０１３１】
　本開示による発射システムは、独立して公知の技術を上回る有益な改善をもたらしうる
多数の構成要素、ならびに開示された構成要素の多数の組み合わせを有しうる。例えばい
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くつかの実施形態では、本開示による発射システムは、電気エネルギーを１つまたは複数
の推進剤源を有しうる発射装置へ提供するように電気エネルギー源と電気接続する発射チ
ューブ、推進剤源から推進剤を加熱する電気加熱器、電気加熱器と電気接続し発射チュー
ブと電気接続する摺動接触部、電気加熱器と流体連通し１つまたは複数の加熱された推進
剤またはその構成要素の放出に適合された拡張ノズル、および発射装置のさらなる構成要
素の１つまたは複数と機械的に接続したペイロードを有しうる。いくつかの実施形態では
、本開示による発射システムを、排出されるチューブ内の１つまたは複数の伝導体を介し
て固定の電源装置から電気ロケットへ電力を提供するよう構成することが可能である。シ
ステムは、発射を達成するのに短い推進時間を必要とするのみの重量比に対して推力が高
い比較的軽量のエンジンを使用可能である。
【０１３２】
　本開示の１つの実施形態による発射システム２０の構成要素の側面図が、図１に示され
る。その中に示されるように、発射装置２００は発射チューブ１００内に位置決められる
。発射チューブ１００は、１つまたは複数の絶縁層で分離可能な、同軸の導電性があるチ
ューブを有することが可能である。代わりに発射チューブは、１つまたは複数の絶縁層で
分離された複数の導電性の層を持つ、単一の複数層のチューブを有することが可能である
。図１の実施形態で示されるように、発射チューブ１００は、内側の導電性チューブ１３
０から離れて絶縁体１２０により分離された外側の導電性チューブ１１０を有することが
可能である。外側の導電性チューブ１１０および内側の導電性チューブ１３０を、金属ま
たは金属合金のような任意の適切な、導電性の材質で形成することが可能である。いくつ
かの実施形態では、導電性チューブの壁は、２つ以上の異なる材質を有することが可能で
ある。例示的な実施形態として、内側の導電性チューブおよび外側の導電性チューブのう
ちの１つまたは両方は、鋼、アルミニウム、またはアルミニウム合金を有することが可能
である。望ましい実施形態で、内側の導電性チューブおよび外側の導電性チューブの１つ
または両方の最も内側の層は、タングステン、レニウム、または硬化銅のような耐高温摩
耗性の導電性材質を有することが可能である。そのように、内側の導電性チューブおよび
外側の導電性チューブの１つまたは両方は、鋼またはアルミニウムで形成された外側層、
および耐高温摩耗性の導電性材質で形成された内側層を有することが可能である（内側の
言及したものはチューブの内部に近接し、外側の言及したものはチューブの外部に近接す
る）。いくつかの実施形態では、主たる外側層と内側層の間に中間層物質を形成すること
が可能である。例えば中間層は、銅またはモリブデンを含んでもよい。そこを通して発射
装置が加速される内腔のサイズは、発射されるペイロードのサイズに基いて変わりうる。
いくつかの実施形態では、発射チューブは、少なくとも０．５ｍ、少なくとも１ｍ、少な
くとも２ｍ、少なくとも５ｍ、または少なくとも１０ｍの内腔のサイズを有することが可
能である。ある実施形態で、内腔のサイズは約１ｍから約１ｍである。
【０１３３】
　絶縁体１２０は内側の導電性チューブ１３０と外側の導電性チューブ１１０の間の環状
の空間にあることが可能であり、２つの導電性チューブ間に電流が流れるのを実質的に妨
げるのに有効なあらゆる材質を含むことが可能である。望ましい実施形態で、絶縁体１２
０の厚さおよび２つの導電性チューブ間の環状の空間を最小化することが可能である。そ
のような最小化は、導電性チューブを通る電流の流れにより形成される磁界の容量および
強度を最小化するのに有益でありうる。例えば種々の実施形態で、電流は、内側および外
側の導電性チューブのうちの１つを通り、後述するように電気加熱器を通り、内側および
外側の導電性チューブのうちの他方に沿って戻る。絶縁体および／または外側の導電性チ
ューブおよび内側の導電性チューブの間の環状の空間の厚さは、約０．５ｃｍから約３０
ｃｍ、約１ｃｍから約２０ｃｍ、約１．５ｃｍから約１５ｃｍ、または約２ｃｍから約１
０ｃｍであることが可能である。
【０１３４】
　本ＥＡＭ発射装置の利点は、レールガン技術と比較して明らかである。特に本ＥＡＭ発
射装置の発射チューブの幾何学構造は、大きな磁界の負の影響をかなり減少またはなくす
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は、発射体を押す磁力を最大化することであった。最大発射力を得るための試みでは、非
常に大きな磁界がＥＭ発射装置と共に使用される。これは非常に大量の電流の必要を有し
、非常に強い磁界からの過度の機械的圧力をもたらす。それはまた、非常に大きな抵抗損
失およびアーク損失をもたらす。１つの例として、１トンのペイロードを発射するよう設
計された一般的なレールガンは、１０００万から約５０００万アンペアの電流および約１
０から約２５テスラの磁界を使用し、約１５，０００から約１００，０００ＰＳＩの圧力
が結果として生じる。システムの損失は、軌道速度で評価するときレールガンがおよそ１
０％の効率を有することにつながり、これはプラズマアーマチャの構造の完全性を効果的
に保持可能な場合のみである。大規模な政府の研究および開発投資にもかかわらず、その
偉業は、これまで一度も達成されていない。レールガン技術でこれまで達成された最高記
録の反復可能な速度は、毎秒約６，０００メートルであり、そのような高速度発射の最高
効率は、わずか数パーセントであった。
【０１３５】
　本開示の方法による発射チューブを通して輸送手段を発射するのに必要とされる電流の
量は、発射される質量に関連して変わりえて見積もることができる。例示的な実施形態と
して、本開示によるＥＡＭ発射装置を使用する１トンのペイロードの発射は、約０．２メ
ガアンペアから約５メガアンペア電流を加える必要がある可能性があり、すなわち同一の
質量を発射に用いる場合の一般的なＥＭ発射装置技術と比較して１０から２００倍の減少
である。損失および圧力が印加された電流の２乗で計られるので、これは特に現実の問題
に直結し、よって１００倍から４０，０００倍減少することが可能である。その原理で、
本開示の実施形態によるＥＡＭ発射装置は、ＥＭ発射装置技術と比較して効率の劇的な増
加をもたらすことが可能である。いくつかの実施形態では、本開示による発射システムお
よび方法は、約０．２メガアンペアから約２００メガアンペアの範囲の電流を使用可能で
ある。より実用的なサイズのペイロードについては、電流は最高約１００メガアンペアま
たは最高５０メガアンペアとなりうる。所望の質量の発射に必要とされる特定の電流は、
本明細書で提供されるさらなる開示から見てこの範囲内に同一と見ることができる。
【０１３６】
　先行技術のレールガンが必要とする電流は、加速を維持するため、発射される質量の平
方根で拡大することが公知である。これは同一速度を保つ必要があるからである。しかし
本開示によるシステムおよび方法は、加速を維持するため駆動電流を拡大するいずれの必
要にも限定されない。発射される質量に対し構造補強質量分率を一定に保つため、ペイロ
ードが大きくなると加速を減少しなければならない。一般的に加速は、発射されるまとま
りの長さに比例して、または一般的に発射される質量の立方根に比例して減少することが
望ましい。これらの効果は、後述の表に示される。駆動電流の減少におけるこの開示の利
点は、発射される質量が増加するほどさらに大きくなることを見ることができる。これは
、人間発射システムについて想定するかもしれないような多い質量にとって、特に重要で
ある。そのようなシステムでは、人間の搭乗者のために加速を遅くする必要があるため、
駆動電流は例示した範囲の下端になっていく。後述の表は、発射装置質量の変化に関連し
て必要とされる駆動電流の変化を示す例示の実施形態を特に提供する。表から見られるよ
うに、本開示により必要とされる駆動電流は発射装置の質量とともに増加するが、相対的
な駆動電流は、先行技術のレールガンを用いて同一の質量を発射するのに必要とされると
予測されるであろう電流と比較して驚くほど低い。大質量のペイロードに対し構成された
発射装置が比較的大規模であるため、（例えば５０メガアンペアの電流を使用する１，０
００，０００ｋｇの発射装置に対し１０メートルの口径サイズ）、大電流はこの開示され
たシステムおよび方法に限定を提起しない。
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【表１】

【０１３７】
　この開示されたＥＡＭ発射装置の利点は、種々の添付の図内でさらに明らかである。例
えば図２は、ＥＡＭ発射装置の発射チューブの例示的な実施形態と、一般的な公知のＥＭ
レールガンの発射チューブの並列比較を示す。明確な差が容易に明らかである。例えばＥ
ＡＭ発射装置では、伝導体（１１０および１３０）が発射チューブを完全に取り囲むこと
が可能である一方で、ＥＭ発射装置では、伝導体（３１０ａおよび３１０ｂ）は発射チュ
ーブ内部の壁の表面領域の形成が明らかに５０％未満である。むしろ絶縁体（３２０ａお
よび３２０ｂ）が、ＥＭ発射装置の内側発射チューブ壁面の大部分を形成する。ＥＭ発射
チューブ内で電気伝導体を分離する著しい大空間の効果は、大容量の非常に強烈な磁界で
あり、これは一般的なレールガンでは発射体を駆動するのに所望される。反対に、本開示
によるＥＡＭ発射装置のチューブ内は、同軸の伝導体（１１０および１３０）が小さな環
状の空間絶縁体１２０によってのみ分離される。そのように、伝導体間の環状の空間の総
容量は最小化され、誘起磁場の強度は減少される。磁界強度の著しい差は、図３で示され
る。
【０１３８】
　高速発射装置の電気から運動エネルギーへの変換効率は、少なくとも一部で発射チュー
ブ内の磁界の強度の機能である。一般的な公知のＥＭ発射装置は、１０テスラから２０テ
スラ超の範囲の磁界を必要とする。図３に示されるように、発射装置の電気から運動エネ
ルギーへの変換効率は、磁界強度が増加するにつれて増加する。しかし（約６，０００ｍ
／ｓを超える速度で約０．０２％から約１％といった範囲に効率を顕著に減少可能である
が）、（約２５テスラの磁界強度での）最高の効率は、約１２％の範囲である。本開示の
ＥＡＭ発射装置で、完全に反対の効果が見られる。特に、磁力が増加するにつれＥＡＭ発
射装置の効率は劇的に低下する。しかし本ＥＡＭ発射装置は、驚くことに種々の実施形態
で、磁界強度が実質的に０テスラであるとき５１％を超える電気から運動エネルギーへの
変換効率を達成可能である。従って本開示のある実施形態で、ＥＡＭ発射装置、およびと
りわけ発射チューブは、必要な範囲の電流を伝送し、一方で磁界を約１．２５テスラ未満
、約１テスラ未満、約０．５テスラ未満、約０．２５テスラ未満、または約０．２テスラ
未満の強度で生成または誘発するように適合可能である。いくつかの実施形態で、磁界を
約０．２テスラから約１．２テスラの強度に限定することが可能である。これは、図４で
グラフで示される。いくつかの実施形態では、同軸の導電性のチューブの間の環状の空間
内の絶縁体の容積を適切に最小化することを通して、磁界強度を充分に最小化可能である
。しかし他の実施形態では、あらゆる磁界を限定、減少またはなくすさらなる手段を使用
可能である。
【０１３９】
　本開示によるＥＡＭ発射装置の効率を、さらなる特性に関して公知の技術のＥＭ発射装
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置技術を凌駕して顕著に向上可能である。例えば図５は、インダクタンスに関して、一般
的な先行技術のＥＭ発射装置を上回るこの開示されたＥＡＭ発射装置の利点を示す。図５
で見られるように、一般的なＥＭ発射装置は、効率を上げるためユニット長あたりのイン
ダクタンスを増加しようとする。他方で、本開示によるＥＡＭ発射装置の効率は、インダ
クタンスが最小化されたとき最大化が可能である。
【０１４０】
　本開示のある実施形態によりインダクタンスを最小化するため、所望の幾何学構造のＥ
ＡＭ発射装置のための発射チューブを提供するのが望ましい可能性がある。図６に示され
るように、ユニット長あたりのインダクタンスは、発射チューブの内半径に対する外半径
の比（すなわち内側チューブの半径に対する外側チューブの半径の比）に基き変わりうる
。比が減少するにつれ、インダクタンスは減少可能である。よって、低い比、すなわち導
電性発射チューブの壁の間に存在するあらゆる空間の全体の厚さが最小化された発射チュ
ーブを提供することが望ましい可能性がある。ある実施形態で、本開示による発射チュー
ブの内半径に対する外半径の比は、２未満、約１．５未満、約１．２５未満、約１．１５
未満または約１．１未満でありうる。さらなる実施形態で、内半径に対する外半径の比は
、約１．４から約１０，約１．５から約７．５、約１．６から約５、約１．６５から約４
、または約１．７から約２．５でありうる。
【０１４１】
　発射装置の幾何学構造もまた、本開示によるＥＡＭ発射装置の効率に影響しうる。図７
で見られるように、ＥＡＭ発射装置の効率は、発射チューブの内半径に対する外半径の比
が減少するにつれて増加しうる。よって、すでに前述した比を達成することがさらに望ま
しくありうる。特に、できるだけ１に近い比に近似する（電流を伝送する伝導体の必要な
厚さ、および導電性チューブ間の高電圧破壊を防ぐよう存在する絶縁体の厚さによっての
み限定される）比を達成することが望ましくありうる。
【０１４２】
　外側および内側の導電性チューブの壁は、１つまたは複数の摺動接触部を受け入れるよ
う適合された変化する幾何学構造のスロット式軌道を有することが可能である。図１の断
面は、内側の導電性チューブ１３０および絶縁体１２０内のスロット式軌道１１２を通る
（内側チューブおよび絶縁体の一部が切り取られ、スロット式軌道内の摺動接触部を露出
する）。スロット式軌道１１２は、外側の導電性チューブ１１０と外側の摺動接触部１１
５の電気接続を提供する。内側の導電性チューブ１３０と電気接続する内側の摺動接触部
１３５も、また示される。スロット式軌道は、チューブと摺動接触部の間の適切な接触を
容易にし、チューブ伝導体間のアーキングを防ぐまたは大幅に減少するのに効果的であり
え、また発射装置２００を整列するよう機能し、発射チューブ１００内のその回転を大幅
に妨げる。整列アーム１１３ａおよび１１３ｂは、摺動接触部１１５および１３５とそれ
ぞれ物理的に接触可能であり、また電気加熱器と物理的に接触可能である。整列アームは
、必要に応じて、鋼、アルミニウム、または絶縁層を有しうる他の金属または金属合金の
ような、高い強度の硬質な導電性材質を有することが可能である。
【０１４３】
　摺動接触部を適切な導電性材質で形成可能であり、さらに後述するように特別な構造を
とることが可能である。いくつかの実施形態では、チューブ壁と機械的な摺動接触部を形
成する一方で少ない電圧降下のみを示すように、導電性の摺動接触部を位置決めることが
可能である。いくつかの実施形態では、使用中、チューブ壁と実際に物理的に係合しなく
てもよい。いくつかの実施形態では、導電性の摺動接触部は、最小の電圧降下のみで導電
性のチューブ壁とアーキング摺動接触部（例えば、プラズマブラシ）を形成可能である。
アークは、摺動絶縁周面を用いるような機械的な封じ込めによって含有されうる。他の実
施形態では、アークは、接触部から移送された電流により生成されうる磁力によって含有
されうる。特に接触部は、磁力を生成するように適合された電流ループを形成するかもし
れない。いくつかの実施形態では、磁力は自給式電源または発射装置上に存在するかもし
れない物体によって生成されうる。１つの例として、磁力を磁石により生成することが可
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能であり、磁石は超伝導磁石であってもよい。
【０１４４】
　特定の実施形態で、摺動接触パッドを、プラズマブラシとして機能するよう構成しても
よい。有益なことに、プラズマブラシの領域内に存在するあらゆる磁界を、実質的にゼロ
に近付けることが可能である。いくつかの実施形態では、プラズマブラシないまたは周辺
の磁気圧力は、１～１０ｐｓｉの範囲である。そのように、いくつかの実施形態では、プ
ラズマを有するのに低電流巻線または永久磁石が有用でありうる。さらに、公知の無界プ
ラズマ接触の物理的性質を加えうるように、プラズマブラシを構成可能である。いくつか
の実施形態では、本開示によるプラズマブラシとして機能する摺動接触パッドを、０．１
ｋＡ／ｃｍ２で少なくとも３，０００ｍ／ｓ、少なくとも４，０００ｍ／ｓ、少なくとも
６，０００ｍ／ｓ、少なくとも８，０００ｍ／ｓ、少なくとも１０，０００ｍ／ｓ、また
は少なくとも１２，０００ｍ／ｓの速度を提供するよう構成することが可能である。プラ
ズマブラシ電流集電器の設計の実施形態の例示が図８ｂに示され、これは後述する。
【０１４５】
　摺動接触部に加え、発射チューブを通る発射輸送手段の移動を補助する追加の構成要素
を有してもよい。例えばいくつかの実施形態では、輸送手段は、チューブ内の中心に輸送
手段をおきそれらの間の物理的接触を実質的に防ぐのを補助可能な磁気ベアリングおよび
／またはガスベアリングを有することが可能である。そのように、輸送手段は、例えばプ
ラズマブラシの実施形態などを包含しうる摺動接触部以外に発射チューブに対して接触し
ないものとして特性化が可能である。
【０１４６】
　いくつかの実施形態では、摺動接触部および／またはスロット式軌道絶縁体を冷却可能
である。例えばそのような冷却は、蒸散液の使用によるものでありえ、蒸散液は任意選択
的に低イオン化性を有する低温融解金属（例えば、セシウム、アルミニウム、リチウム、
または類似の低イオン化性の低温融解の軟金属）のような導電性物質でありえる。ある実
施形態で、冷却は導電性および／または対流手段によるものでありえ、手段は使用のあい
だ融解および／または気化する一方でなお移動する発射輸送手段の後方の物質の分散を実
質的に防ぎ、よって望ましくないアーク形成を防ぐ１つまたは複数の物質の使用を含みう
る。同様に、接触部の絶縁境界線および／または整列アームを、蒸散冷却によってなどで
冷却することが可能である。例えば蒸散液は、水素、６フッ化硫黄のような絶縁材、また
は液体またはガスのような絶縁性物質でありうる。
【０１４７】
　ある実施形態で、本開示による摺動接触部を、１つまたは複数の状態移行を示すように
適合することが可能である。例えば、摺動接触部は当初実質的に固体であるよう構成が可
能で、固体チューブ壁と接触、または導電性の間隔によってそれから分離してもよい。摺
動接触部、またはその部分（例えば、接触パッド）を、融解した液体金属に移行するよう
構成することが可能である。これは例えば、発射輸送手段が約１０００から約２０００ｍ
／秒の速度に達したときに起こることが可能である。いくつかの実施形態では、摺動接触
部は、当初チューブ壁と物理的に接触し、使用のあいだアーキング接触に変移（例えばプ
ラズマ分離を確立）することが可能である。そのような移行は、ある実施形態で、約１５
００から約３０００ｍ／秒の速度に達したときに起こることが可能である。摺動接触部へ
の電流の移送の大部分は、アーキング段階の間に起こりうる。摺動接触部は、アーク電圧
を最小化しよって接触部でのエネルギー損失を最小化するため、機械的、流体力学的、ア
ーク散布および電磁機能を有することが可能である。いくつかの実施形態では、アーク電
圧は、約５０から約５００Ｖであることが可能である。望ましくは、アークは接触部で安
定して位置し、所望の接触領域の外側に実質的に移動しない。
【０１４８】
　例示的な摺動接触パッドが、図８ａに示される。摺動接触パッド５００は外側リム５０
３を有し、外側リム５０３を蒸散冷却などで冷却可能である。例えば外側リムは、多孔性
であることが可能で、水素または６フッ化硫黄のような冷却剤が外側リムの細孔内で凍結
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可能である。１つの実施形態では、液体ＳＦ６を有する多孔性材質を、液体水素で冷却し
細孔内のＳＦ６を凍結することが可能である。代わりに、液体ＳＦ６を圧力下で密閉し、
表面が融解するにつれて解放することが可能である。図８ａで内側に移動すると、摺動接
触部５００はさらに磁気リム５０５、融除シールド５０７、内側リム５０９（任意選択的
に冷却してもよく、例えば外側リム５０３に関して前述した同一の冷却物質を有してもよ
く、異なる物質を有してもよい）、融除リム５１１、および伝導体５１３をさらに有する
。いくつかの実施形態では、伝導体５１３を任意選択的に冷却可能である。望ましくは、
伝導体５１３の冷却剤は、低イオン化性を示し、その揮発の間プラズマブラシ構成の機能
を抑制しない物質である。望ましくは、伝導体５１３の冷却は、伝導体５１３の領域内の
導電性プラズマブラシ領域からその外部の領域（５１１、５０９、５０７、５０５、およ
び５０３）への物質の放出が、それぞれのリム領域のいずれかにより解放されたあらゆる
物質のプラズマ急冷特性を弱めないように実行される。
【０１４９】
　図８ｂに示されるように、プラズマブラシの実施形態を通すなど、摺動接触部は伝導体
チューブと非物理的接触状態にあることが可能であり、図８ｂは、伝導体チューブ５３０
の一部の部分的な区間、および伝導体チューブとプラズマアーク接点５１７（すなわち、
プラズマブラシ）を確立するよう構成された摺動接触部５１５と接触パッド５００を示す
。その中に見られるように、摺動接触部５１５が伝導体チューブ５３０に沿って移動する
につれて、接触パッド５００は伝導体チューブと直接物理的接触はしないが、チューブか
ら接触パッドを通る摺動接触部への電流の通路（湾曲した矢印で示す）が、接触パッドと
伝導体チューブを物理的に分離するプラズマアーク５１７を確立する。前述のように、プ
ラズマアーク内または周辺の磁気圧は、公知の手段でプラズマ場の閉じ込めをもたらすの
に充分低くありえる。
【０１５０】
　図８ａに示されるような接触パッドは、低い界、低密度のプラズマ伝導を使用するプラ
ズマブラシ電流集電器として特性化が可能である。集電器は、例えばプラズマを散布する
構成要素、集電器の表面を冷却する構成要素、移動するブラシの後方で生じるかもしれな
いプラズマのにじみを急冷する構成要素、プラズマ流出を急冷する構成要素、および発射
装置のエンジンの後方の二次的アーキングを防ぐ構成要素を有することが可能である。
【０１５１】
　外側の導電性チューブおよび内側の導電性チューブは、１つのリターン電流路と直列の
１つの電流出力路を形成することが可能である。いくつかの実施形態では、並列の複数の
電流出力路が存在することが可能である。必要に応じて、全ての出力路は、複数のリター
ン電流路と直列であることが可能である。発射装置インダクタンスを、並列の電流路の数
に比例して下げることが可能である。有益なことに、低いインダクタンスは磁界エネルギ
ーを下げることができ、よって磁界のあらゆる望まない影響を低めることが可能である。
【０１５２】
　いくつかの実施形態による発射輸送手段２００および発射チューブ１００の配置が図９
にさらに示され、これはそれらの背面端面図を示す。再度述べると、発射チューブ１００
は、外側の導電性チューブ１１０および内側の導電性チューブ１３０を有し、両者は絶縁
体１２０により分離される。摺動接触部（１３５ａ、１３５ｂ、および１３５ｃ）は内側
の導電性チューブ１３０の内側の壁と電気接続し、摺動接触部（１１５ａ、１１５ｂ、お
よび１１５ｃ）は外側の導電性チューブ１１０の内側の壁と電気接続する。示された実施
形態で、外側の摺動接触部１１５ａ、１１５ｂ、および１１５ｃは、外側の導電性細片１
１７ａ、１１７ｂ、および１１７ｃと電気接続し、内側の摺動接触部１３５ａ、１３５ｂ
、および１３５ｃは、内側の導電性細片１３７ａ、１３７ｂ、および１３７ｃと電気接続
する。それぞれの導電性細片は、実質的に発射チューブの全体の長さに沿って伸びること
が可能であり、または発射チューブの一部のみに沿って伸びることが可能である。摺動接
触部は、整列アーム（１１３ａ～１１３ｆ）を介して電気加熱器２２０に相互接続する。
排出ノズル２１０が、前述の構成要素を見せるよう部分的に透明で示されている。
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【０１５３】
　本開示による発射システムは、さまざまな異なる形態で本明細書に記載されたさまざま
な個々の構成要素を包含しうる、さまざまな実施形態をとることが可能である。そのよう
なものとして、本開示は、個々の構成要素をあらゆる有益な組み合わせで組み合わせて本
開示に含まれる発射システムを得ることができることを示すものとして読むべきである。
【０１５４】
　本開示による発射システムの１つの実施形態が、図１０に示される。その中に見られる
ように、発射装置２００が発射チューブ１００内に位置する。発射チューブ１００は、内
側の導電性チューブ１３０から離間し、絶縁体１２０により分離された外側の導電性チュ
ーブ１１０を有する。示された実施形態で、スロット式軌道１１２が、内側の導電性チュ
ーブ１３０および絶縁体１２０内に形成される。発射装置２００は、ペイロード２４０、
推進剤タンク２３０、および電気加熱器２２０、および膨張ノズル２１０を有する。発射
装置２００は、複数の整列アーム１１３ａおよび１１３ｂにより発射チューブ１００内に
整列される。図１０では２つの整列アームのみが示されるが、３つ以上の整列アームが存
在してもよいことが理解される。整列アーム１１３ａおよび１１３ｂは第１の端部で発射
装置２００へ、例えば電気加熱器２２０へ取り付けられ、その対向する端部において摺動
接触部１１５および１３５を有する。整列アーム１１３ａ上の摺動接触部１３５は、内側
の導電性チューブ１３０と電気の相互作用をもたらすよう構成される。整列アーム１１３
ｂ上の摺動接触部１１５は、（例えばスロット式軌道１１２内で）外側の導電性チューブ
１１０と電気の相互作用をもたらすよう構成される。それぞれのケースで、摺動接触部１
１５および１３５は、それぞれの導電性チューブ１１０および１３０とともにプラズマア
ーク接点５１７を提供するよう構成される。使用中、図１０に示されるように、電気エネ
ルギーが電気エネルギー源（図１３の構成要素３００参照）から電線１７０を介して通る
。示されるように、電気エネルギーは、電線１７０から外側の導電性チューブ１１０へ通
り、プラズマアーク接点５１７を介して摺動接触部１１５へ通り、整列アーム１１３ｂを
通って電気加熱器２２０へ通る。電気流路は、電気加熱器２２０から整列アーム１１３ａ
および摺動接触部１３５を通り、プラズマアーク接点５１７を介した内側の導電性チュー
ブ１３０への経路により完了する。推進剤タンク２３０からの推進剤は、電気加熱器２２
０内で加熱され、ノズル２１０を通して膨張され発射チューブ１００を通る発射装置２０
０を加速する。そのような実施形態で、推進を、プラズマが介在する電流伝導により電力
を供給された電気ロケット推進によって進むものとして特性化が可能である。特にプラズ
マ介在伝導は、導電性チューブ１１０および１３０と摺動接触部１１５および１３５の間
のプラズマアーク接点５１７で起こる。
【０１５５】
　この開示された発射システムのさらなる実施形態が、図１１に示される。繰り返すがシ
ステムは、発射チューブ１００内に位置する発射装置２００を有する。この実施形態では
、発射装置２００および発射チューブ１００は、摺動接触部および整列アームを通るので
はなく、電気の駆動電流が発射チューブ１００の内腔１０１を通るよう構成される。繰り
返すが発射装置２００は、ペイロード２４０、推進剤タンク２３０、および電気加熱器２
２０、および膨張ノズル２１０を有する。加えて発射装置２００は、駆動伝導体２０１ａ
および２０１ｂを有する。任意選択的に、発射装置２００は、発射チューブ１００内の発
射装置の整列を補助するよう構成された１つまたは複数のベアリング２０７ａおよび２０
７ｂを有することが可能である。いくつかの実施形態では、発射チューブ１００は、単一
の導電性チューブ１０１、およびその少なくとも一部の内部にあり、それから発射装置２
００を分離する絶縁体１２０を有する。図１１で見られるように、発射チューブ１００は
、さらに後部伝導体１１１を有する。そのような実施形態によると、使用中に電気エネル
ギー（点線で示される）が電線１７０から導電性チューブ１１０を通ってその末端部１１
０ａへ、および発射チューブ１００の内腔１０１内へ通過する。電気エネルギーが導電性
チューブ１１０の末端部１１０ａにおいてチューブ内腔１０１へ通るとして示されるが、
チューブ内腔への通過は末端部から上流へ起こりえて、および／または発射チューブの長
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さに沿って複数の地点で起こりえることが理解される。発射チューブ１００の内腔１０１
内の電気エネルギーはプラズマアーク領域６１７を生成し、電気エネルギーはそれを通っ
て発射装置２００へ通過する。いくつかの実施形態では、電気エネルギーは、プラズマア
ーク領域６１７からペイロード２４０および推進剤タンク２３０に装着され、または一体
となった前部駆動伝導体２０１ａへ通過する。前部駆動伝導体２０１ａは単一の構成要素
として示されるが、前部駆動伝導体は互いに電気的に接触する複数の構成要素を有するこ
とが可能である。電気エネルギーは前部駆動伝導体２０１ａから電気加熱器２２０内へ入
り、そこで推進剤タンク２３０からの推進剤が加熱され、ノズル２１０外へ膨張して発射
チューブ１００を通る発射装置２００を加速する。電気エネルギーは、電気加熱器２２０
から、発射装置２００の後部端部または後部端部（例えば膨張ノズル２１０の後部端部）
近辺で終了する後部駆動伝導体２０１ｂ（繰り返すが複数の構成要素を有してもよい）を
通って通過する。発射装置２００を離れる電気エネルギーは、再度発射装置の後方でプラ
ズマアーク領域６１７を生成し、それを通って後部伝導体１１１へ通過し、そこで電気エ
ネルギーが発射チューブ１００を離れて回路を完成する。そのような実施形態によるシス
テムは、導電性チューブ間のプラズマアークブラシおよび／またはアーキングから生じる
問題または損傷を実質的になくすのに有益である。
【０１５６】
　なお、本開示によるシステムのさらなる実施形態が、図１２に示される。その中に見ら
れるように、システムは発射チューブ１００内に位置する発射装置２００を有する。この
実施形態では、繰り返すが発射装置２００および発射チューブ１００は、発射チューブ１
００の内腔１０１を電気の駆動電流が通るよう構成されるが、内腔の通過は発射装置に対
して発射チューブの先頭部分に限定される。発射装置２００を出る電気エネルギーは、内
腔１０１の代わりに発射チューブ１００内へ戻る。繰り返すが発射装置２００は、ペイロ
ード２４０、推進剤タンク２３０、および電気加熱器２２０、および膨張ノズル２１０を
有する。また発射装置２００は、駆動伝導体２０１ａ、２０１ｂ、および２０１ｃを有す
る。いくつかの実施形態では、発射チューブ１００は、２つの導電性チューブ１１０およ
び１３０ならびに２つの絶縁体１２０ａおよび１２０ｂを有する。さらに発射チューブ１
００は、発射装置２００を出る電気エネルギーを受け取るよう構成された複数の伝導体チ
ューブスイッチ１３２（例えば、固体スイッチ）を有する。そのような実施形態によると
、使用中に電気エネルギー（点線で示される）が電線１７０から外側の導電性チューブ１
１０を通ってその末端部１１０ａへ、および発射チューブ１００の内腔１０１内へ通過す
る。発射チューブ１００の内腔１０１内の電気エネルギーはプラズマアーク領域６１７を
生成し、電気エネルギーはそれを通って発射装置２００へ通過する。いくつかの実施形態
では、電気エネルギーは、プラズマアーク領域６１７から、ペイロード２４０および推進
剤タンク２３０に装着され、または一体となった前部駆動伝導体２０１ａへ通る。前部駆
動伝導体２０１ａは単一の構成要素として示されるが、前部駆動伝導体は互いに電気的に
接触する複数の構成要素を有することが可能である。電気エネルギーは前部駆動伝導体２
０１ａから電気加熱器２２０内へ入り、そこで推進剤タンク２３０からの推進剤が加熱さ
れ、それからノズル２１０外へ膨張して発射チューブ１００を通って発射装置２００を加
速する。電気エネルギーは、電気加熱器２２０から、発射装置２００の後部端部または後
部端部（例えば膨張ノズル２１０の後部端部）近辺で終了する複数の後部駆動伝導体２０
１ｂおよび２０１ｃ（しかし３つ以上の後部駆動伝導体を使用してもよい）を通って通過
する。発射装置２００を離れる電気エネルギーは、最も近い伝導体チューブスイッチ１３
２を通過し、それが次に電気エネルギーを内側の導電性チューブ１３０へ通し、そこから
それが発射チューブ１００を出て回路を完成する。この方法で、発射チューブ内のリター
ン伝導パスを、固体スイッチ、アーク間隙スイッチ、または同様の構成要素のようなスイ
ッチを有する複数の区分に区画化可能である。リターンパスは、発射装置が発射チューブ
を離れて加速するにつれて、発射装置の後端部に最も近い区画に継続的に切り替わる。図
１１および図１２に示されるようなシステムで、領域コイル（図１２の構成要素１９０参
照）を発射チューブ全体または一部に有して、発射チューブの内腔を流れる電流により生
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み出される磁界を減少または実質的になくしてもよい。例えば領域コイル１９０を、外側
の導電性チューブ１１０の外部に位置決めてもよく、または絶縁層（例えば図１２の絶縁
体チューブ１２０ａまたは１２０ｂ）に関連付けてもよい。そのような実施形態によるシ
ステムは、導電性チューブ間のアーキングから生じる問題または損傷を実質的になくすの
に有益でありうる。
【０１５７】
　本開示によるシステムの他の実施形態が、図１３に示される。その中に見られるように
、システムは、発射チューブ１００の内腔１０１内に位置する発射装置２００を有する。
この実施形態では、発射チューブ１００を、その長さの少なくとも一部に沿った通路１８
０を有することが可能なチューブ１８０で形成することができる。図１３の断面は通路１
８０ａを通り、そのような通路（または複数のそのような通路）を発射チューブ１００の
円周周辺の任意の位置に位置決めが可能である。通路１８０ａを、電流ビーム３６０ａが
それを通るのを可能にするよう構成することができ、よって例えば開口スロット、光学的
に透明な材質、または他の電流ビーム３６０ａの通過を可能にするよう構成された材質を
有してもよい。発射装置２００は、ペイロード２４０、推進剤タンク２３０、電気加熱器
２２０、および膨張ノズル２１０を有する。電気加熱器２２０は、軌道反射器３７０また
は同様の軌道構成要素から反射された電流ビーム３６０ａの通過を可能にするよう構成さ
れた壁面開口部２２０ａを有する。発射装置が発射チューブを通って通過するにつれて、
電流ビームが連続的にまたはパルス状に電気加熱器２２０へ供給されるよう、発射装置が
発射チューブを通って加速されるにつれて、電流ビーム３６０ａが発射装置の位置へ、連
続的にまたはパルス状に追跡されるように、軌道反射器３７０は、発射装置のコンピュー
タ化追跡に適合された必要な電子構成要素を有することが可能である。使用中、電気エネ
ルギー源３００（例えば、電池）からの電気エネルギーが、インダクタ３５０を通り、放
射構成要素３６０内へ通過する。放射構成要素３６０は、電流ビーム３６０ａを電気加熱
器２２０へ供給し、よって推進剤タンク２３０からの推進剤を加熱するのに必要とされる
電気エネルギーを調達し、それをノズル２１０外へ膨張させ、発射チューブ１００を通る
発射装置２００を加速するよう構成される。いくつかの実施形態では、放射構成要素３６
０はレーザを有することが可能で、よって電流ビーム３６０ａはレーザビームであっても
よい。他の実施形態では、放射構成要素３６０は、マイクロ波発生器または他の無線波発
生器を有することが可能であり、よって電流ビーム３６０ａはマイクロ波または他の無線
波を含んでもよい。さらに他の実施形態で、エネルギービームはミリメートル波ビームで
あることが可能である。任意選択的に、電気加熱器２２０は、レーザエネルギー、マイク
ロ波または他の無線波を電流に変換するように適合された１つまたは複数の構成要素を有
することが可能である。
【０１５８】
　いくつかの実施形態では、軌道反射器および放射構成要素を、加熱エネルギーを飛び出
すペイロードの前方の大気に向けるのに使用可能である。例えば、放射構成要素はレーザ
を有することができ、レーザが飛び出すペイロードの前方（または前面）を直接投射する
ように、レーザビームを発射輸送手段の移動へ追跡可能である。そのような実施形態で、
飛び出すペイロードの前方の大気を直接爆発的に加熱するよう、レーザビームを使用可能
である。これは飛び出すペイロードの前方に部分的な真空を生成することができ、よって
、飛び出すペイロードが発射チューブを出た後にその速度を減少させる空力抵抗を減少す
る。
【０１５９】
　いくつかの実施形態では、発射チューブを能動的な整列装置により整列することが可能
である。さらに、チューブが上方に湾曲しうる区間形成およびチューブ出口を例外として
、チューブを実質的に水平に形成することが可能である。チューブをまた、実質的に地球
の湾曲に合わせるよう特性化することが可能である。チューブは一定の傾斜角度にあるこ
とが可能で、チューブ層をチューブの一定の傾斜角度に近づけることが可能である。さら
に発射チューブを、自然に傾斜する場所に設置することが可能である。代わりに発射チュ
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ーブを、地下の傾斜したトンネル内に設置することが可能である。ある実施形態で、発射
チューブは移動可能である。例えば発射チューブは、発射高度または発射方位を変更する
よう１次元で移動可能である。望ましくは、発射チューブは、高度および方位の両方の変
更を可能にするのに有益でありうるので、２次元で移動可能である。必要に応じて、発射
チューブを、船または潜水艦のような移動可能な輸送手段に据え付けることが可能である
。ある実施形態で、発射チューブを、最初の発射区間およびメイン発射区間によって形成
することが可能である。最初の発射区間は、例えば長さが最低１００メートルから長さ約
１、０００メートルまで、または長さが約１００から約１，０００メートルであることが
可能で、メイン発射区間は、例えば長さが約１，０００メートルまたはそれを超えること
が可能である。
【０１６０】
　発射チューブを、排気してもよい。さらに発射チューブを、軽ガスで、望ましくは低圧
で充填してもよい。これは、加速中に空力抵抗を最小化し、一方で発射パッケージの前方
のアーク破損への抵抗を増すのに有益である。いくつかの実施形態では、発射チューブを
排気可能であり、チューブ壁をガス層で覆うために、高速パルスのガスを順次チューブに
沿って導入可能である。これは、チューブ壁を絶縁可能であり、ガスが壁からチューブ直
径の大部分へ膨張し、よって空力抵抗を増加する時間が十分にないように構成可能である
。そのようなガスの導入は、蒸散またはチューブ壁を通るポートにより可能である。
【０１６１】
　発射チューブの出口を、発射パッケージが到着するまで空気の侵入を大幅にまたは完全
に防ぐ装置で密閉可能である。種々の実施形態で、出口密閉は、例えば、高速機械シャッ
タ、１つまたは一連の空力カーテン、または、比較的薄い膜またはそれを通って発射パッ
ケージが安全に飛行可能な複数の膜の組み合わせであることが可能である。出口装置が薄
い膜または複数の膜であるとき、発射輸送手段が出口に到達する前に膜を破壊するよう、
１つまたはいくつかの充填爆発物を提供してもよい。そのような充填物は、特にフェイル
セーフメカニズムとして機能可能である。例えば、特定の規定された必要条件を満たさな
い発射を中断するよう、発射チューブを出ると直ちに発射体が崩壊するように、充填爆発
物を、発射体に発射チューブを離れさせる前にそれを意図的に損傷するのに使用してもよ
い。
【０１６２】
　本システムは、移動するパッケージから電源装置をなくすことにより、荷重配分比に対
する固体ロケットのような推進を少なくとも一部で達成できることにおいて有益である。
固定供給装置から発射装置に電力を供給することにより、発射装置の移動重量のかなりの
量を削減することが可能である。図１４を参照すると、発射チューブ１００に電気エネル
ギーを供給するよう、電気エネルギー源３００を提供可能であり、発射チューブ１００は
、最初の発射チューブ区間、メイン発射チューブ区間１０５、および発射チューブ出口１
０７を有する。エネルギー源３００を、必要に応じて周期的に、電気グリッドまたは専用
生成システム３７５などから再充電可能である。ある実施形態で、電気エネルギー源３０
０は電池バンクを有することが可能である。例えば、鉛酸電池（例えば自動車蓄電池）の
直並列の組み合わせを使用してもよい。同様の要求に電気エネルギーを提供するのに適切
な、あらゆるさらなる電池または電池バンクを使用してもよい。特定の実施形態で、イン
ダクタが充電状態の間電池バンクがインダクタを充電するよう、インダクタ３５０を電池
バンクと発射チューブの間に置くことが可能である。その後、インダクタ３５０を放電状
態に切り替えることが可能で、その状態でインダクタは発射チューブ内に放電する。発射
チューブ内への放電を、爆発的に作動されたスイッチにより開始してもよい。代わりに放
電切り替えは、キャパシタが介在するアーキング制御の従来のスイッチの使用を含んでも
よい。望ましくは、インダクタは高透過性の材質を有するコアを持つ。コアを、高放電率
および低渦電流損に適合可能である。また、インダクタを能動的に冷却可能であり、コア
を能動的に冷却可能であり、および／または伝導体を能動的に冷却可能である。本開示に
よるインダクタを特に、少なくとも０．２メガアンペア、少なくとも１メガアンペア、少
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なくとも２メガアンペア、少なくとも３メガアンペア、少なくとも５メガアンペア、また
は少なくとも１０メガアンペアの駆動電流を提供するよう構成することが可能である。
【０１６３】
　本明細書に記載された電気の駆動電流の必要条件を提供するように適合されたあらゆる
電源を、本開示による電気エネルギー源として使用可能である。使用してもよい電気エネ
ルギー源の限定されない例は、キャパシタ、標準の発電機、ロケットタービン駆動タービ
ン発電機などを含む。コストおよび信頼性に関して、前述のようなインダクタを駆動する
電池（例えば鉛酸電池）が望ましい可能性がある。
【０１６４】
　いくつかの実施形態では、電池充電インダクタシステムは有用でありうる。例えば、電
池バンクは約８００ＧＪを格納し、インダクタを約５００ボルトで５００万アンペアで充
電する。インダクタは、発射チューブ内へ最高約１０，０００ボルトで５００万アンペア
（または５０ギガワット）で放電可能である。インダクタは、約２７０ＧＪを格納し、発
射チューブへ約９０ＧＪを供給可能である。発射チューブへ供給された９０ＧＪのうち、
約３２ＧＪを発射装置または発射パッケージへ供給可能である。１つの例として、発射チ
ューブ内の発射装置は、約１，０００ｋｇの開始重量を有しうる。推進剤タンク、電気加
熱器、および膨張ノズルが発射チューブ内にとどまることができるので、発射チューブを
離れるパッケージは約３３０ｋｇの重量を有しうる。例えば、発射開始時点の発射輸送手
段の質量に対する発射チューブを離れるパッケージの質量の比は、約０．１から約０．８
、約０．２から約０．６、または約０．３から約０．５でありうる。
【０１６５】
　使用中、発射輸送手段２００は最初、最初の発射チューブ区間１０３内の多段化ステー
ション１０９近辺の発射チューブ１００内部に位置する。発射システム２０は、ペイロー
ド準備および発射操作ビル４００、およびグリッド接続または生成システム３７５のよう
な、図１４に示される付加的な構成要素を有することが可能である。簡潔に述べると、使
用中、電気エネルギーが、予め充電した電気エネルギー源３００から電線管３０１を介し
てインダクタ３５０へ、それから電線管３５１を通って発射チューブ１００へ移送される
。電線管３５１は、図１０～図１２に示された電線１７０と関連または相互接続すること
が可能である。電気エネルギーは、本明細書に記載されたメカニズム（例えば摺動接触部
の使用、プラズマアーク移送、導電性チューブの通過、および発射チューブ内腔の通過）
により、導電性発射チューブを通って電気加熱器２２０へ通過する。推進剤タンク２３０
からの推進剤は、電気加熱器２２０内で加熱され、約５から約２０ｋｍ／ｓ、約６から約
１８ｋｍ／ｓ、または約７から約１６ｋｍ／ｓの範囲の速度で膨張ノズル２１０を出て、
発射輸送手段２００が発射チューブ１００を離れるのを推進する。
【０１６６】
　本開示により提供される発射輸送手段を、重量比に対し高い推力の推進を達成するよう
構成が可能である。いくつかの実施形態では、重量比に対する推力は、１：１超、１０：
１超、３０：１超、５０：１超、１００：１超、５００：１超、または１，０００：１超
でありうる。
【０１６７】
　電気加熱器２２０内で加熱される推進剤は、軽ガスを含むことが可能で、望ましくは高
温でイオン化可能なガスである。いくつかの実施形態では、推進剤として使用される軽ガ
スは、水素でありうる。電気加熱器２２０は望ましくは、水素または他の推進剤を、約１
，０００Ｋから約１００，０００Ｋ、約２，０００Ｋから約５０，０００Ｋ、約２，５０
０Ｋから約２０，０００Ｋ、約３，０００Ｋから約１５，０００Ｋ、約３，５００Ｋから
約１０，０００Ｋ、または約３，５００Ｋから約５，０００Ｋの範囲といった高温に加熱
するように適合される。いくつかの実施形態では、膨張ノズル２１０を出る排出ガスは、
分子水素（すなわち０．００２ｋｇ／ｍｏｌｅの分子量）でありうる。そのように、発射
装置に続く発射チューブの内腔を、実質的に水素ガスで満たすことが可能である。さらな
る実施形態で、膨張ノズル２１０を出る排出ガスは、原子水素（すなわち０．００１ｋｇ



(30) JP 6785827 B2 2020.11.18

10

20

30

40

50

／ｍｏｌｅの分子量）でありうる。なお、さらなる実施形態で、膨張ノズル２１０を出る
排出ガスは、水素プラズマ（例えば０．０００５ｋｇ／ｍｏｌｅの分子量）でありうる。
【０１６８】
　前述で水素を例示したが、比較的低分子量の他の物質を使用してもよい。例えばいくつ
かの実施形態では、推進剤としてジボラン、アンモニア、メタン、および水を使用しても
よい。推進剤の種々の組み合わせを使用可能である。
【０１６９】
　いくつかの実施形態では、電気加熱器はアークジェットロケットなどを有することが可
能である。特に加熱器は、推進剤の流れにおいて電気放電、またはアークをもたらすよう
に適合された任意の適切な設計であることが可能で、よって推進をもたらす。
【０１７０】
　本開示による発射装置ロケットエンジン（すなわち膨張ノズルを組み合わせた電気加熱
器）を、高い比推力（Ｉｓｐ）を提供するよう構成可能である。いくつかの実施形態では
、発射装置ロケットのＩｓｐは、少なくとも５００秒、少なくとも６００秒、少なくとも
７００秒、少なくとも１，０００秒、少なくとも１，５００秒、または少なくとも２，０
００秒（例えば、５００から２，０００秒の範囲）でありうる。
【０１７１】
　１つの例示的な実施形態で、電気加熱器２２０は、図１５に示されるような抵抗加熱器
を有することが可能である。抵抗加熱器１２００は、電気的に加熱される熱交換器１２２
０を収容する抵抗加熱器外郭１２１０を有することが可能である。単一の熱交換器（また
は加熱構成要素）が示されるが、単一の加熱器外郭内に複数の加熱構成要素を設けるのが
可能であることが理解され、そのような実施形態をさらに後述する。抵抗加熱器外郭は、
格納容器を形成してもよい。加熱シリンダ（熱交換器）を、さまざまな材質および複合構
造で形成することが可能である。例えば、炭素のような低密度、高い融点の材質を使用し
てもよい。いくつかの実施形態では、加熱交換シリンダは、ダイヤモンド、タングステン
、炭化ハフニウム、または１つまたは複数の異なる材質の複数層のようなさらなる材質で
炭素被覆してもよい。そのようなものは、加熱移送性能、強度、および信頼性の向上に有
益でありうる。加熱シリンダは、蒸散チューブ構成要素でありうる。例えば、多孔性タン
グステン加熱シリンダを使用可能である。抵抗加熱器外郭１２１０は、ガス放出ポート１
２１５を通した放出の制御のため、多孔性加熱シリンダ１２２０を出る高温の膨張ガスを
収容するのに適切なあらゆる材質を有することが可能である。推進剤ガス５が、ガス流入
ポート１２１３を通って抵抗加熱器１２００に入り、オープンコア内へガス流入ポート１
２１３を通る。多孔性加熱シリンダ１２２０の内部で、推進剤ガス５が、電気端子（１２
０３、１２０５）を通る電流からの電気抵抗加熱により、本明細書に記載された温度に加
熱される。加熱されたガスは、多孔性加熱シリンダ壁内の細孔を通って外側に膨張（また
は蒸散）し、放出ポート１２１５を通って抵抗加熱器１２００を出る前に、抵抗加熱器１
２００の膨張チャンバ１２３０を満たす。いくつかの実施形態では、電気加熱器は、加熱
チャンバ、熱交換器、および放出ノズルまたはポートを有することが可能である。特に、
加熱チャンバ、熱交換器、およびノズルのうちの１つまたは全てを、蒸散冷却などで冷却
することが可能である。
【０１７２】
　他の例示的な実施形態で、電気加熱器２２０は、図１６に示されるようなアーク加熱器
を有することが可能である。アーク加熱器２２００は、旋回チャンバ２２３０を収容する
アーク加熱器外郭２２１０を有する。アーク加熱器外郭は、格納容器を形成してもよく、
蒸散冷却壁を備えてもよい。推進剤ガス５が、ガス流入ポート１２１３を通ってアーク加
熱器２２００に入り、ガス流入ポート１２１３を通って旋回チャンバ２２３０内へ通過し
、そこで推進剤ガスが、電気端子（２２０３、２２０５）間を通過する電気アークにより
、本明細書に記載された温度に加熱される。示されるように、アーク加熱器２２００の電
気端子（２２０３、２２０５）は、旋回チャンバ２２３０と同軸で旋回チャンバ２２３０
により離間されうる。いくつかの実施形態では、電気端子を蒸散冷却可能である。旋回チ
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ャンバ２２３０内のアーク渦は、安定化された渦でありうる。特に推進剤ガス５は、ガス
放出ポート２２１５と同軸方向ではなく、ガス流入ポート２２１３を介して旋回チャンバ
内に接線方向に注入される。これは、ガス放出ポート２２１５を通って膨張される前に流
体がアーク放電により加熱されるので、らせん状の渦を形成可能である。アークの安定性
、加熱移送および信頼性を、旋回の安定化ならびに蒸散、散布および同様の手段により向
上してもよい。
【０１７３】
　本開示のいくつかの実施形態では、必要とされる駆動電流を最小化するのが望ましい可
能性がある。従って、いくつかの実施形態では、電気加熱器の幾何学構造を加熱器抵抗を
最大化するよう構成可能であり、それがそのとき比較的低い電流必要条件と同時に比較的
高い電力出力を可能にする。抵抗加熱器またはアーク加熱器のどちらかに関する例示的な
実施形態として、加熱構成要素の長さを増すことが可能で、加熱構成要素の直径を減少す
ることが可能である。特に、長くて薄い、連続的な加熱構成要素を使用可能である。いく
つかの実施形態では、加熱構成要素を、加熱器全体内の蛇行構造として構成することが可
能である。他の実施形態では、単一の加熱器外郭内で加熱構成要素の組み合わせを提供可
能で、それぞれの構成要素への推進剤の流れは並行して供給可能である。そのような実施
形態で、電流の流れを複数の加熱構成要素を通して直列で提供可能である。単一の加熱器
外郭内で２、３、４、またはそれ以上もの加熱構成要素を使用可能であり、使用される加
熱構成要素の総数は所望の抵抗に合致しうる。単位体積あたりの高い加熱器抵抗を得るの
が望ましい実施形態で、単一の加熱構成要素（図１５および１６参照）を使用可能であり
、加熱器の抵抗を少なくするため加熱器を幅広く短くするように、幾何学構造を変更可能
である。
【０１７４】
　水素ガスは望ましい推進剤であるが、他の推進剤を使用してもよく、種々の物質を組み
合わせてもよい。例えば、推進剤ガスをイオン化可能な成分および／またはさらなる反応
性の成分および／または不活性の成分と共に散布してもよい。非限定の例は、セシウム、
ルビジウム、カリウム、ナトリウム、リチウム、水素化リチウム、アルゴン、酸素、およ
びヘリウムを含む。そのような付加的な構成要素の存在は、アーク安定性、伝導度、およ
びイオン化を促進するのに有益でありうる。いくつかの実施形態では、散布された成分は
、質量で約５％未満、約４％未満、約３％未満、約２％未満、または約１％未満といった
、推進剤の全体の質量のほんのわずかな割合として存在してもよい。
【０１７５】
　いくつかの実施形態では、さらに加圧剤を含んでもよく、推進剤タンク内または相互接
続された構成要素内に提供することが可能である。加圧剤は、電気加熱器への実質的に一
定の推進剤の流れを維持するのに有用でありうる。非限定の例として、ヘリウムまたはさ
らなる非反応性ガスを加圧剤として使用してもよい。ポンプのような他の手段が使用可能
である。ポンプ２５０が、図１７の推進剤タンク２３０と電気加熱器２２０の間に示され
る。ポンプ２５０を発煙筒で駆動、または有益に発射チューブからの高い電力潮流の機能
により電気的に駆動してもよい。
【０１７６】
　本明細書に記載された方法で発射輸送手段を加速するように、膨張ノズルは、電気加熱
器を出る高熱ガスの膨張に適切なあらゆる形態をとることが可能である。いくつかの実施
形態では、排出ノズルは多孔性のノズルのどを有することが可能である。優先的に細孔を
、融解、蒸発および解離のうち１つまたは複数によるような熱を吸収する物質で満たすこ
とが可能である。ある実施形態で、熱吸収物質は、固体水素、固体リチウム、または凍っ
た水を含みうる。さらなる実施形態で、排出ノズルは、水素ガスを含む軽ガスなどで蒸散
冷却されるノズルのどを有しうる。
【０１７７】
　発射輸送手段２００で使用される推進剤タンク２３０は、再利用可能であってもよい。
望ましくは、推進剤タンクは、地球の大気を出るまたは実質的に地球の重力から脱するよ
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う、十分な容量の推進剤（例えば、高圧ガス、液体、半固体スラッシュ水素、水素化リチ
ウム、水、または高温に加熱されると低分子量ガスおよび高排出速度を生じる他の物質）
を有する大きさである。いくつかの実施形態では、推進剤タンクは実質的に円筒状の形状
でありうる。いくつかの実施形態では、推進剤タンクを炭素複合材料で形成することが可
能である。さらに後述するように、推進剤タンクを特に、タンクの前方に位置するペイロ
ードの機械負荷を、タンクとペイロード間の加圧を差し引いて補助するように適合可能で
ある。
【０１７８】
　推進剤タンクは、発射チューブの内径と実質的に同一の外径を有するサイズでありうる
。いくつかの実施形態では、推進剤タンクは、タンクの外表面の一部にわたって発射チュ
ーブの内側の壁と物理的に接触している。特定の実施形態で、推進剤タンクは、外表面の
少なくとも一部に摺動接触部の細片を有してもよい。そのように、タンク構造の大部分は
、チューブの内側表面からわずかに離れて位置する。摺動接触部の細片を、発射輸送手段
の速度が上がるにつれて気化し、摩擦の抗力を最小化する低抗力のガスベアリングを提供
するように適合可能である。細片を、あらゆるアーキングを促進するのではなく抑制する
ように絶縁する蒸気を産生するように設計可能である。例えば、摺動接触部の細片は、液
体の６フッ化硫黄で満たされた細孔を備えてもよい。いくつかの実施形態では、ベアリン
グなどを、推進剤タンクと発射チューブの内側壁の間で使用可能である。
【０１７９】
　本開示による発射システムの位置は、変わりうる。いくつかの実施形態では、発射シス
テムを、地球上に設置可能である。他の実施形態では、発射システムは、自由空間または
他の天体を含む地球でない場所にあることが可能である。
【０１８０】
　発射輸送手段の発射の間、流出速度は、約２，０００から約５０，０００ｍ／秒、約４
，０００から約３０，０００ｍ／秒、約６，０００から約１５，０００ｍ／秒、または約
８，０００から約１２，０００ｍ／秒の範囲でありうる。いくつかの実施形態では、発射
輸送手段を最初に、別の加速手段を用いて約１００から約５，０００ｍ／秒の速度まで加
速することが可能である。例えば、発射の初速を、１段式軽ガスガンを用いて達成可能で
ある。そのような実施形態で、軽ガス（例えば水素）を予熱し、特に電気的に予熱し、と
りわけ発射輸送手段と同一のエネルギー供給装置から得られる電気加熱を用いて予熱する
ことが可能である。別の実施形態で、そのような手段により達成される初速は、約２５０
から約４，０００ｍ／秒または約１５００から約２５００ｍ／秒でありうる。
【０１８１】
　推進剤タンクに関して前述したように、発射輸送手段を、発射チューブを介して通過す
る間、１つまたは複数の方法で安定化可能である。１つの例示的な方法は、推進剤タンク
上の摺動接触部細片の使用である。他の実施形態では、発射方法が特に重要でありうる。
例えばある実施形態で、電気加熱は最初の発射段階の間使用されない。図１４で見られる
ように、発射チューブ１００は最初の発射チューブ区間１０３を有しうる。この区間で、
発射輸送手段を、高温の膨張ガス（例えば水素）により加速可能である。最初の発射段階
での軽ガスガンモデルの使用は、電力の推力が開始される前にできる限り高速度で発射輸
送手段を加速するのに有益でありうる。これは、発射輸送手段の推進剤タンクからの推進
剤を節約し、また電気エネルギーも節約可能である。これはまた、摺動電気接触部が、そ
れらが電流の伝導を開始する前に、すでに高速で移動していることを確実にすることがで
きる。これは特に、摺動接触部が状態移行に適合されるとき、特に関連する。最初の発射
チューブ区間（すなわち第１段階の発射装置）は、第２段階の発射チューブから電力を供
給されず、電気的に絶縁される。これは、導電性発射チューブ壁上のあらゆる与えられた
地点で、摺動接触部の接触持続時間が過度であることから過熱が起こりうる低速の伝導を
避けるのに有益でありうる。
【０１８２】
　いくつかの実施形態では、発射輸送手段を、区別した加圧により発射チューブ内でさら
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に安定化可能である。図１７で見られるように、発射チューブ内に位置する発射輸送手段
周辺の網掛け領域１５０を、区別して加圧し、構造、特にノズル、加熱器、推進剤タンク
、およびペイロード上の加速が誘発する機械的負荷を最小化することが可能である。
【０１８３】
　水素のような低分子量ガスの電気加熱は、前述のような、公知の化学的ロケット技術で
従来達成不可能な、他に類を見ない高速のロケット排出をもたらすことが可能である。こ
れは次に、例示的な実施形態で、１０％から７０％の割合のペイロードが軌道に乗ること
を達成可能な設計につながりうる。従って、５０から５００トンの単位の質量を有するロ
ケットの使用を必要とせず、本開示の発射システムは、費用効果が高い方法でパッケージ
を発射可能であり、パッケージはロケットベースのシステムより小さい規模の単位（例え
ば０．０５から１トンまたは０．２から２トン）である。
【０１８４】
　発射輸送手段は特に、自由飛行ではなく排出チューブ内部で加速されるよう構成可能で
ある。発射輸送手段は、望ましくは、システムが安全発射状況が存続すると確認する場合
を除いて、発射チューブを出るのを許可されることは不可能である。発射チューブを出た
後、発射輸送手段は、大気を通って軌道に乗る、または特定の目的地（例えば、宇宙飛行
に関して軌道外の地点、または大気内の発射に関して定義された地球の場所）へ操縦可能
である。
【０１８５】
　図１７で見られるように、発射輸送手段２００はペイロード２４０を有しうる。ペイロ
ード２４０を、推進剤タンク２３０に着脱可能に接合可能である。示されるように、ペイ
ロード接合構成要素２５０を接合するのに使用可能であり、ペイロード２４０を発射輸送
手段のさらなる構成要素に着脱可能に接合する任意の適切な手段を、使用可能である。発
射システム２０はさらにペイロード安定器２６０を有することが可能で、ペイロード安定
器２６０は、ペイロード２４０と内側チューブ壁１３０の間（望ましくはペイロードの前
方先端部近辺）に位置し、チューブ１００を通過する間半径方向の移動に対してペイロー
ドを安定化する、１つまたは複数のアームまたは同様の構成要素を有することが可能であ
る。ペイロード安定器２６０は、望ましくは、発射チューブ１００の出口１０７または出
口１０７の近辺でペイロードから外れる。
【０１８６】
　ペイロードは、人間の搭乗者、消費可能な資源、通信機器、電力構成要素、アーム、規
程文書、原材料などを含むが、それらに限定されない種々のタイプの貨物を収容する容器
でありうる。いくつかの実施形態では、貨物の性質が、発射システムの特定のパラメータ
を定義しうる。例えば、発射チューブの寸法および発射輸送手段の加速は、過度のＧ力を
体験する負の影響にさらされる人間の搭乗者または貨物について異なりうる。いくつかの
実施形態では、図１４（特にメイン発射チューブ区間１０５）に示されるようにメートル
単位の発射チューブ１００の長さは、キログラム単位の発射される質量の立方根に応じて
増加しうる。いくつかの実施形態では、発射チューブは、最高約５０マイル、最高約１０
０マイル、最高約２５０マイル、最高約５００、または最高約１０００マイルの長さを有
しうる。さらに、人間などの発射条件は、約２Ｇから６０Ｇ未満の加速のように制限され
うる。ある実施形態で、発射チューブ１００のメートル長は、発射速度の２乗を発射の平
均加速度の２倍で割ったものに等しくありえる。
【０１８７】
　発射パッケージに関して、さらなる検討を後述する。いくつかの実施形態では、発射パ
ッケージは、発射チューブ内で加速される間その整列および方向を能動的に維持する慣性
センサおよびアクチュエータを有することが可能である。いくつかの実施形態では、発射
パッケージを、発射加速の合間に、完全性および計画通りの実行について監視可能である
。望ましくは、発射を最適化し発射チューブを保護するよう、監視結果に基き緊急操作を
実行可能である。さらに、発射を、発射パッケージを直ちにまたはそれが発射チューブか
ら出たすぐ後に破壊することにより、中断可能である。いくつかの実施形態では、発射パ
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ッケージを、発射の間または直後に、発射輸送手段の残りの構成要素から分離可能である
。これらの分離した構成要素を、飛び出すペイロード部分および廃棄または再利用部分と
して形成可能である。構成要素の分離は非常に迅速であることが可能で、ガスバッグの放
出または爆発ボルトの切断を使用可能である。出た後、空気力により分離を補助可能であ
る。特定の実施形態で、飛び出すペイロードは、大気から出る間、物体先端の完全性、形
状、鋭敏度、低い抗力および低圧を維持するよう、蒸散冷却された熱シールドまたは突き
出した物体先端を有することが可能である。本開示により使用される高性能の熱シールド
を、少なくとも６ｋｍ／ｓ、少なくとも８ｋｍ／ｓ、少なくとも１０ｋｍ／ｓ、少なくと
も１２ｋｍ／ｓ、または少なくとも１４ｋｍ／ｓの速度（海面レベルで測定）での損傷を
大幅に防ぐよう構成可能である。
【０１８８】
　いくつかの実施形態では、飛び出すペイロードは、その質量中心の位置に対する圧力中
心の位置に基き、少し正の安定性、中性の安定性、または負の空力的安定性を有すること
が可能である。いくつかの実施形態では、飛び出すペイロードは、大気を通る飛行経路を
最適化および発射方位を変更するよう、高い横加速度レベルで操縦可能である。いくつか
の実施形態では、飛び出すペイロードは、高い揚抗比を有することが可能である。いくつ
かの実施形態では、ペイロードは、リフティングボディ設計を有することが可能である。
いくつかの実施形態では、飛び出すペイロードは、非常に高速応答および低い抗力の空力
制御面を有しうる。特に面は、ベーススプリットフラップであることが可能で、または面
は圧電アクチュエータで作動可能である。
【０１８９】
　いくつかの実施形態では、飛び出すペイロードは軌道衛星でありうる。例えば、衛星は
、通信衛星、検出衛星、再補給輸送手段、または武器でありうる。いくつかの実施形態で
は、飛び出すペイロードは、軌道に乗らないペイロードでありうる。例えば、ペイロード
は長距離に急速で送達される商業パッケージであることが可能で、ペイロードは検出ペイ
ロードであることが可能で、ペイロードはＵＡＶまたは他の無人輸送手段であることが可
能で、またはペイロードは武器でありうる。そのような実施形態で、ペイロードは衝突前
に分散可能な副部品を有してもよく、ペイロードは衝突まで損傷がないままであることが
可能で、または複数のペイロードが、深く貫入するよう同一の位置または近辺に衝突可能
である。いくつかの実施形態では、衛星は、電力のために拡張可能なソーラーアレイを包
含することが可能である。いくつかの実施形態では、衛星は、軌道内の姿勢を制御する拡
張可能なマグネットアレイを有することが可能である。いくつかの実施形態では、衛星は
、軌道内の通信を果たす拡張可能なアンテナアレイを有することが可能である。いくつか
の実施形態では、衛星は、軌道内の役目を果たす拡張可能な構造を有する。拡張可能な構
造は、配置後剛性を硬化可能である。
【０１９０】
　いくつかの実施形態では、衛星の設計寿命は、約１０年未満、約５年未満、約２年未満
、または約１年未満であることが可能である。いくつかの実施形態では、衛星軌道高度は
、空力抵抗による軌道存続期間が約５年未満、約２年未満、約１年未満、約６ヶ月未満、
約３ヶ月未満または約１ヶ月未満であることが可能なようにあることができる。いくつか
の実施形態では、衛星は、地球の磁界に対する磁気の推力による軌道存続期間を、拡張可
能なマグネットアレイを使用して、拡張可能なソーラーセイル上の日光および太陽風に誘
起された圧力によって、またはイオン化した上層大気分子に対する磁気流体力学（ＭＨＤ
）の推進力によって長期化可能である。
【０１９１】
　本開示の発射システムは、公知の宇宙発射システムを上回る確かな利点をもたらすこと
が可能である。いくつかの実施形態では、初期故障率が高い商業級の部品を使用し、それ
から発射、失敗、および再設計サイクルを迅速に繰り返し、時間と共に迅速にどんどん高
い信頼性を得ることによって、ペイロードコストを削減可能である。さらに必要に応じて
、発射装置および何千に及ぶペイロードを、１つの目的のために同時に設計可能である。
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いくつかの実施形態では、ペイロードは全て通信衛星でありうる。いくつかの実施形態で
は、衛星は高周波通信衛星でありうる。いくつかの実施形態では、衛星は光通信衛星であ
りうる。いくつかの実施形態では、ペイロードは、ミリ波または光学ビームの反射中継器
でありうる。いくつかの実施形態では、ペイロードは、核廃棄物容器でありうる。いくつ
かの実施形態では、飛び出すペイロードは、大気から出る間、物体先端の完全性、形状、
鋭敏度、低い抗力および低圧を維持するよう、融解および／または蒸発および／または解
離により熱を吸収する物質で満たされた多孔性の物体先端を持つ熱シールドを有すること
が可能である。特に物質は、固体水素またはリチウムまたは氷であることが可能である。
【０１９２】
　本開示による発射輸送手段のペイロードの１つの実施形態が、図１８（大気圏内の通行
構成）および図１９（軌道内に配置された構成）で提供される。実施形態は、発射機能、
衛星構造および通信サービスの一体化例を示す。特に図１８は、例示的な発射輸送手段ペ
イロード構成要素の外観図、ならびにペイロード構成要素の複数の要素の例示的な区画化
を明らかにする切り取った図を示す。外観図で、ペイロード構成要素１７００は、好まし
い空力をもたらすよう円錐の形状を有するが、他の形状もまた包含される。ペイロード構
成要素は、特に空中操縦フラップ１７１０およびノーズコーン熱シールド１７２０と共に
示されている。いくつかの実施形態では、ペイロード構成要素１７００の先端に融除ロッ
ド１７２５を有することが可能である。融除ロッド１７２５を、ロッドの前端部が融除さ
れるにつれて先端から前方へ突き出すよう構成可能である。内側の図で、ペイロード構成
要素は、（基部から先端部に）軌道挿入モータ１７３０、軌道挿入推進剤１７４０、ソー
ラーセルアレイ１７５０、姿勢制御部１７６０、通信ペイロード１７７０、および航空電
子機器１７８０を収容する。図１９の図示は、ペイロード構成要素１７００の残りの航空
体を、その拡張されたソーラーアレイ１８１０、拡張された姿勢制御システム１８２０、
および拡張された通信アンテナ１８３０と関連して示す。さらに、軌道供給のさまざまな
有益な構成要素を運搬するペイロードの例が、米国特許第６，９２１，０５１号で提供さ
れ、その開示はその全体が参照により本明細書に組み込まれる。
【０１９３】
　さらなる実施形態で、本開示はペイロードの発射方法を提供可能である。例えばある実
施形態で、本開示は発射輸送手段を加速する電非磁発射方法を提供可能である。方法は、
約２から約２，０００Ｇの加速力で少なくとも約５，０００ｍ／ｓの速度まで発射チュー
ブを通る発射輸送手段を加速し、一方でチューブ内の磁界を約２テスラ未満に制限する、
膨張ガスを形成する推進剤の電気的な加熱を含みうる。発射方法を、他の本明細書に記載
されたＥＡＭ発射システムのいくつかの構成要素のさまざまな組み合わせにより形成する
ことが可能である。
【０１９４】
　例示的な実施形態で、本開示による発射チューブは、約１．２メートルの直径および約
１６，０００メートルの長さを有することが可能である。チューブを排気可能である。発
射の加速は約２２５Ｇでありえ、発射サイクルは約４秒でありえる。
 
例
【０１９５】
　特に一般的な先行技術ＥＭ発射装置に対する、本開示されたＥＡＭ発射装置の利点を例
証するため、発射システムの数学的モデル作成を行った。先行技術のＥＭ発射装置のモデ
ル作成はＦ＝ＭＡ＝０．５×Ｌ’×Ｉ２の方程式に基き、ここでＦは力（ニュートン）、
Ｍは質量（ｋｇ）、Ａは加速度（秒の２乗あたりのメートル）、Ｌ’は発射チューブ内の
移動のメートルあたりのインダクタンスの増加量（メートルあたりのマイクロヘンリー）
、Ｉは電流（アンペア）である。
 
一般的な公知の技術の（１トンのペイロードのための）レールガンのモデル作成
　先行技術のレールガンのモデル作成を以下のように行った。
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　Ｌ’＝５×１０－７Ｈ／ｍ
　Ｉ＝２０×１０６Ａ
　Ｍ＝１，０００ｋｇ
　Ｆ＝．５×（５×１０－７）×（２０×１０６）２＝０．５×（５×１０－７）×（４
００×１０１２）＝１×１０８Ｎ
　Ａ＝Ｆ／Ｍ＝１×１０５ｍ／秒２＝１０，０００Ｇ’ｓ
 
　６０００ｍ／秒でわずか数グラムについてＥＭレールガンにより従来示された一般的な
効率は、約０．１％から１％であった。３０００ｍ／秒で数百グラムについてＥＭレール
ガンにより従来示された一般的な効率は、約１０～１５％であった。
 
一般的な公知の技術の（１トンのペイロードのための）コイルガンのモデル作成
　先行技術のコイルガンのモデル作成を以下のように行った。
 
Ｌ’＝１２５×１０－７Ｈ／ｍ
Ｉ＝４×１０６Ａ
Ｍ＝１，０００ｋｇ
Ｆ＝０．５×（１２５×１０－７）×（４×１０６）２＝０．５×（１２５×１０－７）
×（１６×１０１２）＝１×１０８Ｎ
Ａ＝Ｆ／Ｍ＝１×１０５ｍ／秒２＝１０，０００Ｇ’ｓ
 
　コイルガンによりこれまで得られた最高の速度は、約１０００ｍ／秒であった。
　主な問題は、必要とされる駆動電圧が以下であることである。
　駆動電圧＝Ｖ＝Ｌ’×Ｉ×速度
　＝（１２５×１０－７）×（４×１０６）×８０００＝４００，０００ボルト
 
　以前の研究では、コイル発射装置で約５０，０００ボルトを上回る電圧は従来得られな
かったと考えられ、他の因子の中でこれが得られうる速度を制限してきた。また、キャパ
シタがコイルガンを駆動する唯一の公知の電源である。２０％の効率を考えると、８８０
０ｍ／秒において１トンが１９４ギガジュールのキャパシタを必要とする。キャパシタの
電源装置が現在およそ＄１／ジュールの費用がかかるので、このモデルは電源装置だけで
１９４０億ドルを必要とするであろう。
 
本開示による（１トンのペイロードのための）ＥＡＭ発射装置
　本開示によるＥＡＭ発射装置のモデル作成を以下のように行った。
 
Ｌ’＝１×１０－８Ｈ／ｍ
Ｉ＝２×１０６Ａ
磁力（Ｆ）＝｛０．５×（１×１０－８）×（２×１０６）２｝＝｛０．５×（１×１０
－８）×（４×１０１２）｝＝｛２×１０４Ｎ｝
Ａ＝Ｆ／Ｍ＝２０ｍ／秒２＝２Ｇ’ｓ
（それで、「ガスノズルの押す圧力」が約２２５Ｇ’ｓに対して磁気の「押す圧力」は２
Ｇ’ｓである）ガスノズルの押す圧力は、以下のように計算された。
 
推進剤の流量＝ｄＭ／ｄｔ＝１８０ｋｇ／ｓ
排出速度＝Ｖｅｘｈａｕｓｔ＝１２，５００ｍ／ｓ
推力＝ニュートン＝ｄＭ／ｄｔ×Ｖｅｘｈａｕｓｔ＝１８０×１２，５００＝２．２５×
１０６

Ａ＝Ｆ／Ｍ＝２，２５０ｍ／ｓ＝２２５Ｇ’ｓ
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【０１９６】
　前述で見られるように、本ＥＡＭ発射装置はレールガンに対し１０倍、およびコイルガ
ンに対し２倍必要とされる電流を少なくでき、よって抵抗性およびアーキングおよび磁気
エネルギーの貯蔵損失を、それぞれ１００倍および４倍減少する。発射装置の電流が少な
いと、低コストの電源で両立できることになる。
【０１９７】
　宇宙で２０，０００ｍ／秒を上回る速度を得る、ロケット推進効果が示された。本ＥＡ
Ｍ発射装置は、単位電流あたりの推進力を最大化し、一方で可能な最大範囲まで磁界およ
び力をなくすよう設計された導電性チューブ内の電動ロケットの組み合わせを考慮すると
、特に有益である。これは、抵抗加熱の損失、アークの損失、および格納された磁気エネ
ルギーの損失による損失を減少する。
【０１９８】
　本開示の多くの改良および他の実施形態が当業者に思い浮かぶが、それに対しこの開示
は、前述の記載および関連した図で示された教示の利点を有することに関係がある。従っ
て、本開示は本明細書中に開示された特定の実施形態に限定されるべきではないことを理
解すべきであり、改良および他の実施形態は添付の請求項の範囲内に含まれることが意図
される。本明細書で特定の語を採用したが、それらは一般的および説明の意味のみで使用
され、限定の目的ではない。

【図１】 【図２】
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【図１２】 【図１３】
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【図１９】
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